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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月
平成18年
３月

平成19年
３月

平成20年
３月

平成20年
11月

平成21年
５月

平成22年
５月

売上高 (百万円) ― ― ― ― 139,932149,081

経常利益 (百万円) ― ― ― ― 8,396 7,610

当期純利益 (百万円) ― ― ― ― 4,510 3,686

純資産額 (百万円) ― ― ― ― 26,18428,982

総資産額 (百万円) ― ― ― ― 53,56056,721

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― 1,175.611,301.23

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― ― 203.03165.49

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― ― ― 48.9 51.1

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― 18.6 13.4

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 7.98 10.51

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― ― 6,013 3,987

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― ― △4,183△2,565

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― ― △768 △1,213

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) ― ― ― ― 12,31712,525

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

1,600

（1,476)

1,805

（1,543)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第12期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月
平成18年
３月

平成19年
３月

平成20年
３月

平成20年
11月

平成21年
５月

平成22年
５月

売上高または営業収益 (百万円) ― 60 115 140 183 2,964

経常利益 (百万円) ― 51 104 105 68 2,591

当期純利益 (百万円) ― 40 83 90 28 1,841

持分法を適用した場合
の投資利益

(百万円) ― ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) ― 3 3 3 1,000 1,000

発行済株式総数 (株) ― 60 60 4,393,55422,273,11422,273,114

純資産額 (百万円) ― 5,780 5,864 5,044 25,12526,075

総資産額 (百万円) ― 10,06010,151 8,190 25,96726,469

１株当たり純資産額 (円) ― 96,342,046.8597,737,567.631,148.141,128.051,170.71

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 40 45

１株当たり当期純利益 (円) ― 672,497.521,395,520.7820.70 2.13 82.67

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) ― 57.5 57.8 61.6 96.8 98.5

自己資本利益率 (％) ― 0.7 1.4 1.7 0.2 7.2

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 760.56 21.04

配当性向 (％) ─ ─ ─ ─ 1,877.9 54.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― 45 106 86 ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― △46 ― ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― ― ― ―

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) ― 72 178 138 ― ―

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

8

(―)

9

(─)

(注) １　上記のうち、第８期は、当社は有限会社でありましたので、記載しておりません。第９期から第13期の経営指標

等は、「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」に基づき作成された財務諸表等により記載してお

り、第９期及び第10期については霞が関監査法人の、第11期から第13期については三優監査法人の監査をそれ

ぞれ受けております。

２　第12期より連結財務諸表を作成しているため、第12期の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動による

キャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び

現金同等物の期末残高は記載しておりません。

３　第11期事業年度は、平成20年４月１日から平成20年11月30日までの８ヶ月間です。

４　第12期事業年度は、平成20年12月１日から平成21年５月31日までの６ヶ月間です。

５　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

６　第11期までの株価収益率については、当社株式は非上場であるため記載しておりません。
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２ 【沿革】

平成10年４月13日 東京都町田市に有限会社ヤマモト(現当社)を設立。

平成18年５月１日 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律(平成17年法律第87号)により、

特例有限会社(株式会社)へ移行。

平成18年11月22日 有限会社ヤマモトより株式会社ヤマモトへの商号変更により特例有限会社から通

常の株式会社へ移行。

平成19年４月４日 本店所在地を東京都町田市より横浜市(青葉区つつじヶ丘)へ変更。

平成20年７月16日 発行可能株式総数を60株から88,000,000株に変更。

平成20年７月23日 当社の不動産事業に関して有する権利義務を分割により設立する株式会社メディ

カルプランニングに承継させる新設分割を実施。

商号を「株式会社クリエイトエス・ディーホールディングス」に変更。

当社は、取締役会において、平成20年８月15日を効力発生日として、当社普通株式１

株を73,225.9株とする株式の分割を行うことを決議。

当社と株式会社クリエイトエス・ディーは、株主総会の承認を前提として、取締役

会において承認の上、株式交換契約を締結。また、両社はそれぞれの株主総会に付議

すべき本株式交換に関する議案の内容を取締役会で決議。

平成20年８月15日 当社普通株式１株を73,225.9株とする株式の分割を実施。

平成20年８月22日 株式会社クリエイトエス・ディーの定時株主総会において、株式交換に係る株式交

換契約について承認決議。

平成20年10月31日 当社の臨時株主総会において、株式交換に係る株式交換契約について承認決議及び

商号を「株式会社クリエイトＳＤホールディングス」に、決算月を５月31日に変

更。

平成21年３月１日 株式交換により、株式会社クリエイトエス・ディーは当社の完全子会社となる。ま

た、当社の普通株式を東京証券取引所に上場。

平成21年４月３日 全株式の取得により、ウェルライフ株式会社は当社の完全子会社となる。
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３ 【事業の内容】

当社グループは当社（株式会社クリエイトＳＤホールディングス）及び子会社４社により構成されてお

り、医薬品、化粧品等の小売販売を主たる業務としております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社との当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

小売販売業  ：主な取扱商品は医薬品、化粧品、食料品（加工品、日配品）、日用雑貨品等であり株式会

社クリエイトエス・ディーが担当しております。

製造企画、販売業　：株式会社クリエイトエス・ディーが販売するプライベートブランド商品の製造企

画を子会社（株式会社エスタ）が担当しております。

　

〔事業系統図〕

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

当社との関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

株式会社クリエイトエス・
ディー
（注）1．２．３．

神奈川県横浜市青
葉区

1,305
医薬品、化粧
品等の小売
販売業

100役員の兼任10名

ウェルライフ株式会社 東京都足立区 338
有 料 老 人
ホーム等の
経営

100役員の兼任２名

(注)１．株式会社クリエイトエス・ディーは、同社が販売するプライベートブランド商品の製造・企画を行う株式会社

エスタ、同社の店舗内清掃等を行う株式会社クリエイトビギンの２社の株式を100％所有しております。当社代表

取締役社長である若尾鐵志郎は株式会社エスタの取締役を、常務取締役山本いつ子は株式会社クリエイトビギン

の取締役を、取締役高木均は株式会社エスタの代表取締役社長を兼任しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．株式会社クリエイトエス・ディーについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。

　主要な損益情報　　

　（1）売上高　　148,346百万円

　（2）経常利益　　6,970百万円

　（3）当期純利益　3,882百万円

　（4）純資産額　 27,809百万円

　（5）総資産額　 53,888百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の従業員の状況

平成22年５月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

ドラッグストア事業及び調剤薬局事業 　1,792 (1,490)

有料老人ホーム等の運営 　13  　(53)

合計 1,805 (1,543)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　パートタイマー社員(１日８時間換算)は期中平均人員を(　)外数で記載しております。

　

(2) 当社の従業員の状況

平成22年５月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

9  (─) 43.3 7.4 5,076,618

（注）当社従業員は、すべて連結子会社の㈱クリエイトエス・ディーからの出向者であり、平均勤続年数の算定にあたっ

ては当該会社の勤続年数を通算しております。

２　平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社完全子会社である株式会社クリエイトエス・ディーにおいて、平成21年９月24日付でクリエイト

エス・ディーユニオンが結成され、上部団体としてＵＩゼンセン同盟に加盟しております。なお、労使関

係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。

また、完全子会社であるウェルライフ株式会社には、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は

円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、製造業の一部に明るい兆しが見られるようになりましたが、本格

的な回復には至っておりません。個人消費につきましても、政府の景気対策により、一部の環境関連商品等

は順調に推移いたしておりますが、雇用環境の厳しい状態が続いていることなどから消費全体ではデフレ

状態から脱却できず低迷したままとなっております。

ドラッグストア業界におきましては、改正薬事法が施行され、大衆薬の販売については他の小売業とも競

合する時代となり、厳しさを増しております。また、前年度から大きな社会不安となっておりましたインフ

ルエンザも年度後半には急速に収束することとなり、関連する需要も激減いたしました。

このような中、当社グループは「セルフメディケーションを強くサポートし、総合的な地域医療に貢献す

る」企業を目指して、ドラッグストア事業、調剤薬局事業、老人ホーム介護事業を展開しております。

＜ドラッグストア事業＞

ドラッグストア事業につきましては、「地域に密着したドラッグストア」の実現に向けて、地域の皆様の

健康に関するお悩みを個別に薬剤師にご相談いただく「健康相談会」を毎月約60店舗で、また、新生児から

幼児のお子様をお持ちのお母様を対象に、子育てに関する日ごろの悩み、心配事のご相談に管理栄養士がお

応えする「ママとベビーの栄養相談会」を毎月約50店舗でそれぞれ開催いたしました。

商品面では、「品質と価値をご提供」するためにプライベートブランド商品の開発、販売に継続して取り

組むとともに生活必需品で価格弾性値の高い商品を中心に大幅値下げ価格で提供する「家計応援セール」

を年間を通じて実施してまいりました。また、社会貢献活動の一環として、「世界の子供にワクチンを」運

動に継続して参加し、今年度は72店舗で地域のお客様にご協力いただき、18,400人分のポリオワクチン代に

相当するペットボトルキャップを回収しました。ＣＯ2削減運動への取組みとして展開しておりますお買い

物袋ご持参運動につきましては多くのお客様にご賛同いただき、ご持参率は12.6％ととなり前期比3.0ポイ

ントの増加となりました。

新規出店につきましては、22店舗の出店を行いましたが、一方で、スクラップアンドビルド及び経営効率

化の観点から６店舗の閉鎖を行いました。

＜調剤薬局事業＞

調剤薬局事業につきましては、地域医療機関との密接な関係を築くことにより処方箋応需枚数の増加を

図るとともに、「調剤事故防止マニュアル」に基づき正確な調剤業務の実施に努めて参りました。また、老

人ホーム等の介護施設に処方箋に基づいたお薬をお届けする「訪問服薬事業」を13箇所（前期末比４箇所

増）の施設との連携により実施しております。

新規出店につきましては、６店舗（うち、ドラッグストアへの併設３店舗）を開設いたしました。

＜老人ホーム介護事業＞

老人ホーム介護事業は、新規参入が相次ぎ、提供するサービス及び料金体系の多様化が進んでおります。

当社グループでもこうした動きに対応するため、有料老人ホームの入居一時金、月額利用料金等を全面的に

見直し、多くの入居希望者のニーズにあった価格体系に改訂いたしました。また、機能回復訓練型のデイ

サービス事業についての事業性及び今後の展開について検討を行うため、デイサービス事業所を新たに１

施設開設いたしました。

以上により、当連結会計年度末の当社グループの店舗数はドラッグストア事業では直営ドラッグストア

305店舗（うち調剤薬局併設28店舗）、ＦＣドラッグストア２店舗（うち調剤薬局併設１店舗）、調剤薬局
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事業では調剤専門薬局12店舗、ドラッグストアへの併設調剤薬局29店舗の合計41店舗、老人ホーム・介護事

業では有料老人ホーム２事業所、デイサービス２事業所となりました。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は、149,081百万円（前年同期比6.5%増）、営業利益は7,279百万

円（同11.0%減）、経常利益は7,610百万円（同9.4%減）、当期純利益は3,686百万円（同18.3%減）となりま

した。

（2）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び同等物（以下「資金」という。）は12,525百万円となり、前連結会計

年度末に比べて208百万円増加しました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は3,987百万円（前年同期比2,025百万円の収入減）となりました。主な内

訳は、税金等調整前当期純利益7,404百万円、減価償却費2,074百万円及び法人税等の支払額4,085百万円で

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は2,565百万円（前年同期比1,617百万円の支出減）となりました。これは

主に出店に伴う有形固定資産の取得による支出2,053百万円及び建設協力金の貸付けによる支出667百万円

等の結果であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は1,213百万円（前年同期比445百万円の支出増）となりました。これは短

期借入金の返済250百万円、長期借入金の返済472百万円、配当金の支払890百万円、長期借入金による収入

400百万円の結果であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

（1）販売実績

①事業別品目別売上実績

当連結会計年度の売上実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。

　　　　 当連結会計年度
（自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日）

　　　

　

事業別 金額(百万円) 構成比（％）
前年同期比
（％）

ドラッグストア事業 　 　 　

医薬品 29,643 19.9 103.1

化粧品 25,755 17.3 103.4

食料品 47,104 31.6 111.3

日用雑貨品 28,302 19.0 105.5

その他 12,882 8.6 97.8

小　計 143,688 96.4 105.7

調剤薬局事業 4,658 3.1 117.5

有料老人ホーム事業 734 0.5 ─

合　計 149,081 100.0 106.5

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．当連結会計年度より、調剤薬局事業をドラッグストア事業の医薬品の区分から独立して

表示しております。これにより、前年同期比較にあたっては、前連結会計年度分を変更後の

区分に組替えて表示しております。
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②地区別売上実績

　　　　 前連結会計年度
（自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日）

期別

　

地区別 金額(百万円) 構成比（％） 金額(百万円) 構成比（％）

神奈川県 85,981 61.5 88,140 59.1

東京都 19,493 13.9 21,233 14.2

静岡県 19,636 14.0 21,987 14.8

埼玉県 4,379 3.1 5,576 3.7

千葉県 6,276 4.5 6,392 4.3

群馬県 1,969 1.4 2,219 1.5

茨城県 2,195 1.6 3,529 2.4

合　計 139,932 100.0 149,081 100.0

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
　

EDINET提出書類

株式会社クリエイトＳＤホールディングス(E21606)

有価証券報告書

 11/117



　

（2）仕入実績

当連結会計年度の仕入実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。

　　　　 当連結会計年度
（自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日）

　

　

事業別 金額(百万円) 構成比（％）
前年同期比
（％）

ドラッグストア事業 　 　 　

医薬品 18,550 16.6 104.9

化粧品 17,332 15.5 96.1

食料品 41,002 36.6 115.9

日用雑貨品 21,907 19.6 108.1

その他 10,177 9.1 99.1

小　計 108,971 97.4 107.2

調剤薬局事業 2,909 2.6 121.8

有料老人ホーム事業 ─ ─ ─

合　計 111,881 100.0 107.6

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．当連結会計年度より、調剤薬局事業をドラッグストア事業の医薬品の区分から独立して

表示しております。これにより、前年同期比較にあたっては、前連結会計年度分を変更後の

区分に組替えて表示しております。
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３ 【対処すべき課題】

ドラッグストア業界を取り巻く環境は、各社とも依然として積極的な新規出店、ＦＣ展開、事業統合など

により業容の拡大を続けており、競争は一段と激しくなっております。

また、改正薬事法の施行により副作用リスクの小さい一般大衆薬販売については、他業態を含めた競合の

時代を迎えております。更に本年度は薬学部6年制への移行期に当たり、薬剤師の確保が困難になっており

ます。

このような状況の中、ドラッグストア事業におきましては、「地域に密着したドラッグストア」を実現す

るために、ドミナントエリアの確立及び強化を目指して、出店等による業容の拡大を続けてまいります。あ

わせて成長のための出店を支える人材の確保及び育成を図ってまいります。

さらに、より強固な営業基盤をつくるために、利益体質を強化するとともに、当社ならではの商品、サービ

スを充実させ、顧客満足度を高めてまいります。具体的には、薬剤師及び登録販売者のカウンセリング販売

の強化、既存店のリニューアルによる売場生産性の向上、プライベートブランド商品の拡充及び高付加価値

商品の拡販に努めてまいります。

また、従来の健康相談会に食事面でのアドバイスを付加し、トータルとしてのセルフメディケーションの

お手伝いができるよう内容の充実を図ってまいります。

調剤薬局事業におきましては、高齢化社会への対応の一環として進めております外部医療機関、介護施設

等との連携による訪問服薬事業の展開を更に拡大し、調剤薬局事業の競争力及び収益性の向上に努めてま

いります。また、ドラッグストアへの併設調剤薬局においては、処方箋薬、非処方箋薬に加えて第1類医薬品

の販売体制を確立し、ドラッグストアとの一体運営により専門性の高い店舗を目指してまいります。

老人ホーム介護事業におきましては、老人ホームに対する多様なニーズに対応できるよう施設の改修を

行い、安定した収益確保に努めてまいります。また、本年６月に設立いたしました株式会社サロンデイを事

業主体として機能回復訓練型のデイサービス事業の拡大に注力してまいります。

EDINET提出書類

株式会社クリエイトＳＤホールディングス(E21606)

有価証券報告書

 13/117



　

４ 【事業等のリスク】

今後、当社グループの損益、収支若しくは財政状態に重要な影響を与える事項、又は与える可能性のある

事項

(1) 法的規制について

当社グループの主要な事業活動の継続には、「薬事法」による許可及びその他諸法令にもとづく所轄

官公庁の許可・免許・登録等が必要です。将来、何らかの理由により許可・免許・登録等の取消し等が

あった場合には、当社の主要な事業活動に支障をきたすとともに、当社の業績に重大な影響を与える可能

性があります。

　
(2) 医薬品販売の規制緩和

平成21年６月より施行された改正薬事法により、医薬品の販売について規制緩和が進んでおります。リ

スク程度が低い一般用医薬品については、薬剤師管理下でなくても、新設された登録販売者資格を有する

者であれば販売が可能となりました。これにより、医薬品販売における異業種からの参入障壁が低くなっ

ております。このような販売自由化が今後ますます進展し、異業種との競争が激化した場合には、当社の

業績に大きな影響を与えるおそれがあります。

　

(3) 出店政策について

ドラッグストア事業部門及び調剤薬局事業部門においては平成22年５月31日現在、直営ドラッグスト

ア305店舗（うち調剤薬局併設28店舗）、ＦＣドラッグストア２店舗（うち調剤薬局併設１店舗）、直営

調剤専門薬局12店舗の合計319店舗を運営しております。最近の当社の業容拡大には以下のとおり、店舗

数の拡大が大きく寄与しております。 

　今後も店舗数の拡大を図っていく方針でありますが、出店交渉の遅延等の理由により計画どおりの出店

ができない場合には当社の利益計画に影響を与える可能性があります。最近５年間の業績及び店舗数の

推移は以下のとおりであります。

　
最近５年間の業績及び店舗数の推移は以下のとおりであります。

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

期別
平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月 平成21年５月 平成22年５月

　項目

　売上高 103,285 113,647 127,817 139,932 149,081

　営業利益 4,653 6,729 7,732 8,175 7,279

　経常利益 4,704 6,813 7,860 8,396 7,610

　当期純利益 2,486 3,679 4,260 4,510 3,686

　期末店舗数 198店 229店 268店 300店  　319店

(注)１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．平成20年５月期までは株式会社クリエイトエス・ディーの業績数値等を記載しております。
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(4) 調剤業務について

医薬分業が進展するに従い、処方箋の応需枚数が飛躍的に増加することが予想されます。当社では、薬

剤師の調剤に対する知識の充実について、積極的に取り組んでおります。また、調剤ミスを防止すべく

「過誤防止マニュアル」にもとづき

①　「劇薬」「毒薬」「麻薬」「向精神薬」は区分して保管する。

　※他に重点管理品目として区分して管理するものも指定している。

②　「内用薬」「外用薬」は区分して保管する。

③　医薬品棚には併用してはいけないもの、ある疾患に対して服用してはいけないもの、長期投与不可の

もの等をシールにて分かるように表示する。

④　調剤ミス防止10カ条を作成し、薬剤師が毎日唱和・確認する。

等々、細心の注意を払い調剤業務を行っております。また、調剤業務を行う全店において「薬局賠償責

任保険」に加入しております。

しかしながら、調剤薬の欠陥・調剤ミス等が発生した場合には、将来訴訟を受ける可能性があります。

　
(5) 薬剤師及び登録販売者の確保について

「薬事法」の規定により、販売する医薬品の分類に基づき、薬剤師又は登録販売者の配置が義務付けら

れているほか、「薬剤師法」により薬剤師でない者が調剤業務を行ってはならないとされております。

また、本年度は薬学部６年制への移行期に当たり、新卒薬剤師の確保が困難となっております。

　業界全体におきまして、薬剤師の採用、確保及び登録販売者の育成が重要な課題とされておりますが、当

社におきましても今後の店舗数の拡大に際しては薬剤師及び登録販売者の確保が重要であり、その確保

の状況が出店計画に影響を及ぼす可能性があります。

　
(6) 個人情報の取扱いについて

当社は多岐にわたる個人情報を、顧客の信頼のもとに取り扱っております。「個人情報保護法」の施行

により、コンピュータシステムのセキュリティ強化と、顧客データの管理体制を確立いたしました。

その機密保持には現在考えられる高度なシステムセキュリティ対策を取り、関連諸規程による従業員

教育を継続的に実施いたしております。

しかしながら、万が一外部要因による不可抗力のシステムトラブルや、人為的操作等により情報流失が

発生した場合には、社会的な制裁を受け、業績に影響を与えるおそれがあります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

（資産）

当連結会計年度末における資産合計は56,721百万円となり、前連結会計年度末に比べて3,160百万円増

加いたしました。主な要因は、商品が2,006百万円、新店及び出店準備物件の増加等に伴い固定資産が577

百万円増加したことなどによるものです。

（負債）

当連結会計年度末における負債合計は27,739百万円となり、前連結会計年度末に比べて362百万円増加

いたしました。主な要因は、買掛金が975百万円、未払費用が111百万円増加、短期借入金が250百万円、未払

法人税等が188百万円、未払消費税等が117百万円減少したことなどによるものです。

（純資産）

当連結会計年度における純資産は28,982百万円となり、前連結会計年度末に比べて2,797百万円増加い

たしました。主な要因は、配当金890百万円による減少、当期純利益3,686百万円を計上したことなどによ

るものです。

　

(2) 経営成績の分析

当連結会計年度の売上高は、149,081百万円（前年同期比6.5%増）、営業利益は7,279百万円（同11.0%

減）、経常利益は7,610百万円（同9.4%減）、当期純利益は3,686百万円（同18.3%減）となりました。

　

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度末における現金及び同等物（以下「資金」という。）は12,525百万円となり、前連結会

計年度末に比べて208百万円増加しました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は3,987百万円（前年同期比2,025百万円の収入減）となりました。主な

内訳は、税金等調整前当期純利益7,404百万円、減価償却費2,074百万円及び法人税等の支払額4,085百万

円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は2,565百万円（前年同期比1,617百万円の支出減）となりました。これ

は主に出店に伴う有形固定資産の取得による支出2,053百万円及び建設協力金の貸付けによる支出667百

万円等の結果であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は1,213百万円（前年同期比445百万円の支出増）となりました。これは

短期借入金の返済250百万円、長期借入金の返済472百万円、配当金の支払890百万円、長期借入金による収

入400百万円の結果であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度において、グループ全体での設備投資額は2,736百万円で、その主なものは新規出店に伴

い取得した有形固定資産、店舗賃貸借に係る建設協力金、敷金・保証金及び出店予約金などであります。

　なお、所要資金は自己資金により賄っております。

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

　
２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

該当事項はありません。

　
(2) 国内子会社

㈱クリエイトエス・ディー

　
設備

の

内容

帳簿価額（百万円）
　

事業所名 従業員数

（所在地） 建物及び構築
物

その他有形固
定資産

土地
その他 合計

（人）

　 （面積㎡） 　

神奈川県

店舗 2,349 1,035 1,497 2,695 7,578 896（182店舗）

（注）４. (10,577） （840）

東京都

店舗 384 253 ― 642 1,280 240（47店舗）

（注）５. （182）

静岡県
店舗 1,374 457 ― 758 2,590

247

（49店舗） （235）

埼玉県
店舗 458 130 ― 159 747

72

（13店舗） （58）

千葉県
店舗 214 95 ― 169 479

77

（14店舗） （65）

群馬県
店舗 276 43 ― 57 377

31

（６店舗） （27）

茨城県
店舗 103 126 ― 135 365

48

（８店舗） （38）

神奈川県
事務所 201 64

271
47 584

181

（本部・その他） (664） （41）

合　計 ─ 5,363 2,207
1,768

4,665 14,044
1,792

(11,241） （1,490）

（注）1．「その他有形固定資産」の主なものは工具器具備品であります。

　２．「その他」は建設協力金347百万円、敷金及び保証金4,183百万円であり、出店仮勘定は含めてお

りません。

　３．従業員数の（　）は、期中平均のパートタイマーを８時間換算の外数で記載しております。

　４．調剤専門薬局12店舗が含まれております。

　５．ＦＣドラッグストア２店舗（うち調剤薬局併設店１店舗）が含まれております。

　６．上記金額には消費税等は含まれておりません。

　７．上記の他、他の者から賃借している設備の内容は、下記のとおりです。
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事業所名
設備の内容 年間リース料（百万円） リース契約残高（百万円）

（所在地）

各店舗 店舗設備 244 465

　

ウェルライフ㈱

　
設備

の

内容

帳簿価額（百万円）
　

事業所名 従業員数

（所在地） 建物及び構築
物

その他有形固
定資産

土地
その他 合計

（人）

　 （面積㎡） 　

東京都
施設 146 8

222
1,221 1,598

13

（４施設） (1,000) （53）

（注）1．「その他有形固定資産」の主なものは工具器具備品であります。

２．「その他」は敷金及び保証金1,221百万円あります。

３．従業員数の（　）は、期中平均のパートタイマーを８時間換算の外数で記載しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については次のとおり計画いたしておりますが、詳細は未定であります。

国内子会社（㈱クリエイトエス・ディー）

設備の内容
投資予定額

資金調達方法
総額（百万円） 既支払額（百万円）

各店舗 4,500 301 自己資金

（注）上記金額には消費税を含んでおります。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 88,000,000

計 88,000,000

　
② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,273,11422,273,114
東京証券取引所
(市場第一部)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式
１単元の株式数　100株

計 22,273,11422,273,114― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(4) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありま

せん。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年８月15日
（注）１

4,393,4944,393,554 ― 3 ― ―

平成21年３月１日
（注）２

17,879,56022,273,114 997 1,000 23,595 23,595

平成21年３月１日
（注）３

─ 22,273,114 ─ 1,000 △15,000 8,595

(注) １　当社は、平成20年８月15日を効力発生日として、当社の普通株式１株を73,225.9株の割合にて分割する株式の

分割を実施いたしました。

２　平成21年３月１日の発行済株式総数については、平成21年３月１日を効力発生日とする株式交換に基づき、株

式会社クリエイトエス・ディーの普通株式１株に対して当社の普通株式１株を割当交付いたしました。但し、

当社が保有する株式会社クリエイトエス・ディーの普通株式については、本株式交換による株式の割当交付

は行っておりません。

３　当社は、平成20年10月31日開催の臨時株主総会において、本株式交換がその効力を生じることを条件に、平成21

年３月１日を効力発生日とし、資本準備金を15,000百万円減少させることを決議しました。
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(6) 【所有者別状況】

平成22年５月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 28 17 70 92 3 8,9709,180 ―

所有株式数
(単元)

─ 22,926 269 3,00924,712 6 171,790222,7121,914

所有株式数
の割合(％)

─ 10.30 0.12 1.35 11.10 0.00 77.13100.00 ―

　

(7) 【大株主の状況】

平成22年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する
所有株式数
の割合(％)

山　本　洋　平 神奈川県横浜市青葉区 6,178 27.74

山　本　久　雄 神奈川県横浜市青葉区 5,779 25.95

山　本　いつ子 神奈川県横浜市青葉区 2,159 9.69

ビービーエイチフォーフイデリ
テイーロープライスストックフ
アンド（常任代理人　株式会社三
菱東京ＵＦＪ銀行）

40 WATER STREET, BOSTON MA 02109 USA
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

1,686 7.57

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,066 4.79

クリエイトエス・ディー従業員
持株会

神奈川県横浜市青葉区荏田西１丁目９－15 428 1.92

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 218 0.98

第一生命保険株式会社特別勘定
年金口

東京都中央区晴海１丁目８－12晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

175 0.79

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー（常任代
理人　香港上海銀行東京支店）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A
（東京都中央区日本橋３丁目11-１）

137 0.62

野村信託銀行株式会社（投信
口）

東京都千代田区大手町２丁目２－２ 124 0.56

計 ― 17,954 80.61
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　22,271,200 222,712
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

単元未満株式 普通株式　　 　1,914 ― 同上

発行済株式総数 22,273,114― ―

総株主の議決権 ― 222,712 ―

② 【自己株式等】

当社は、自己株式を保有しておりません。

　
(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

該当事項はありません。

　
３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと認識し、あわせて財務体質の強化と今後の事

業展開に備えるために内部留保の充実を図ることを基本としております。具体的な利益還元策として、株主

の皆様からお預かりしている資金に対する還元という観点及び業績を反映しつつ安定的に配当するという

考えのもとに、連結純資産配当率を尺度とし、当面は同比率３％を目処に配当を実施したいと考えておりま

す。

当社は、期末日を基準日として年１回の配当を実施することとしており、これらの剰余金の配当の決定機

関は株主総会であります。

当事業年度におきましては、上記配当方針に従い平成22年８月27日開催の定時株主総会において、当事業

年度末現在の株式１株当たり普通配当45円とすることを決定しました。

内部留保資金につきましては、事業規模の拡大を図ることにより、更なる企業価値向上に努めるために有

効利用してまいります。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年11月30日を基準日として、中間配当をすることができる。」旨を

定款に定めております。

　
(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成22年８月27日
定時株主総会決議

1,002 45

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成20年11月 平成21年５月 平成22年５月

最高(円) ― ― ― 1,840 2,385

最低(円) ― ― ― 1,320 1,500

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

当社株式は、平成21年３月１日から東京証券取引所市場第一部に上場されております。それ以前については、該当

事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年12月 平成22年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高(円) 2,000 1,804 1,608 1,765 1,920 1,866

最低(円) 1,753 1,571 1,500 1,522 1,750 1,600

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
会長 　 山　本　久　雄 昭和23年４月７日生

昭和58年５月 有限会社みどりドラッグストア

(現株式会社クリエイトエス・

ディー)設立　代表取締役社長就任

(注)１5,779,355

平成10年４月 有限会社ヤマモト(現当社)設立　

代表取締役社長就任

平成10年５月 株式会社エスディーメディカ設立

　代表取締役社長就任

平成14年８月 株式会社クリエイトエス・ディー

代表取締役会長就任(現任)

平成15年５月 グレートアンドグランド株式会社

取締役会長就任(現任)

平成20年10月 当社代表取締役会長就任(現任)

代表取締役
社長

　 若　尾　鐵志郎 昭和20年８月14日生

昭和44年４月 株式会社主婦の店ダイエー(現株

式会社ダイエー)入社

(注)１ 81,600

平成５年５月 同社取締役店舗企画本部長就任

平成13年５月 株式会社クリエイトエス・ディー

入社　執行役員副社長

平成13年８月 同社取締役副社長就任

平成14年８月 同社代表取締役社長就任(現任)

平成16年11月 株式会社エスタ取締役就任(現任)

平成20年７月 当社代表取締役社長就任(現任)

常務取締役 人事部長 山　本　いつ子 昭和25年９月４日生

昭和58年５月 有限会社みどりドラッグストア

(現株式会社クリエイトエス・

ディー)設立　取締役就任

(注)１2,159,355

平成10年４月 有限会社ヤマモト(現当社)取締役

就任

平成14年１月 株式会社クリエイトエス・ディー

人材開発部長

平成14年８月 同社常務取締役就任　人材開発部

長

平成18年12月 株式会社クリエイトビギン取締役

就任

平成20年10月 株式会社クリエイトエス・ディー

取締役就任　人事本部長（現任）

平成20年10月 当社常務取締役就任

平成20年12月 当社常務取締役人事部長(現任)

取締役 　 斉　藤　　　宰 昭和35年４月27日生

昭和59年６月 有限会社ハヤカワボディークラフ

ト入社

(注)１ 42,700

平成４年６月 株式会社クリエイトエス・ディー

入社

平成９年７月 同社ゾーンマネージャー

平成10年７月 同社店舗運営グループ長

平成12年６月 同社取締役就任　店舗運営部長

平成14年８月 同社店舗運営本部長兼Ａゾーン

ゾーンマネージャー(現任)

平成20年７月 当社取締役就任(現任)

取締役 財経部長 江　口　　　温 昭和22年２月21日生

昭和45年４月 株式会社ダイエー入社

(注)１ 2,300

平成６年５月 ダイエー投資顧問株式会社代表取

締役社長

平成９年11月 株式会社ダイエーオリンピックス

ポーツクラブ経営企画室長

平成14年９月 株式会社クリエイトエス・ディー

入社　財経部長

平成15年８月 同社取締役就任　財経部長(現任)

平成20年７月 当社取締役就任

平成20年12月 当社取締役財経部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(株)

取締役 経営企画部長 中　浦　茂　人 昭和29年11月７日生

昭和53年４月 株式会社ダイエー入社

(注)１ 2,700

平成９年３月 同社東北エリア　エリアマネー

ジャー

平成14年４月 株式会社クリエイトエス・ディー

入社

平成14年９月 同社経営企画室長

平成15年８月 同社取締役就任　経営企画室長(現

任)

平成20年７月 当社取締役就任

平成20年12月 当社取締役経営企画部長(現任)

取締役 　 高　木　　　均 昭和33年11月４日生

昭和56年４月 株式会社ダイエー入社

(注)１ 6,200

平成15年２月 同社商品本部　部長

平成17年４月 株式会社クリエイトエス・ディー

入社

平成18年２月 同社執行役員商品本部長

平成18年２月 株式会社エスタ代表取締役社長

(現任)

平成19年８月 株式会社クリエイトエス・ディー

取締役就任　商品本部長(現任)

平成20年７月 当社取締役就任(現任)

常勤監査役 　 清　家　弘　直 昭和17年３月28日生

昭和39年４月 株式会社主婦の店ダイエー(現株

式会社ダイエー)入社

(注)２ 1,300

昭和61年５月 同社取締役財務経理室長

平成２年６月 同社常務取締役

平成７年５月 同社監査役就任

平成13年５月 同社監査役退任

平成15年８月 株式会社クリエイトエス・ディー

監査役就任

平成17年８月 同社常勤監査役(現任)

平成20年７月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 　 馬　庭　修　一 昭和22年３月10日生

昭和46年４月 ウェストン株式会社(現ユニデン

株式会社)入社

(注)２ 2,900

平成４年10月 同社経理部次長

平成12年２月 株式会社クリエイトエス・ディー

入社

平成14年１月 同社経営企画室主席

平成15年４月 同社常勤監査役就任

平成16年10月 エグザクト株式会社監査役就任

(現任)

平成16年11月 株式会社エスタ監査役就任

平成17年８月 同社監査役退任

平成17年８月 株式会社クリエイトエス・ディー

監査役就任(現任)

平成20年７月 当社監査役就任(現任)

監査役 　 園　山　富　徳 昭和11年８月10日生

昭和37年12月 島根県農業信用基金協会

(注)２ 1,800

昭和45年10月 株式会社ダイエー入社

昭和58年３月 株式会社オ・プランタン・ジャポ

ン入社

昭和60年４月 園山会計事務所(現任)

平成13年９月 株式会社ジオ・アカマツ監査役就

任(現任)

平成15年８月 株式会社クリエイトエス・ディー

監査役就任(現任)

平成20年７月 当社監査役就任(現任)

計 8,080,210

(注) １　取締役の任期は、平成21年８月21日開催の定時株主総会の終結時から２年間であります。
２　監査役の任期は、平成20年10月31日開催の臨時株主総会の終結時から４年以内に終了する最終の事業年度に関
する定時株主総会の終結時までであります。

３　常務取締役山本いつ子は、代表取締役会長山本久雄の配偶者であります。
４　監査役のうち、清家弘直氏及び園山富徳氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

当社は、法令の遵守に基づく企業倫理の重要性を認識し、変動する社会、経済環境に対応した迅速な

経営の意思決定と、経営の健全性の向上を図ることによって株主価値を高めることを経営上の最も重

要な課題の一つとして位置づけております。

これを実現するために、株主の皆様の権利保護、平等性の確保、ステイクホルダー（お客様、株主の皆

様、お取引先様、地域社会、従業員等）との良好な関係の構築、情報開示の充実及び株主総会、取締役会、

監査役会、会計監査人など、法律上の機能制度を一層強化・改善・整備しながら、コーポレート・ガバ

ナンスを充実させていきたいと考えております。

当社は、取締役会、監査役、監査役会及び会計監査人設置会社であります。

取締役会は、７名で構成し、法令等に定める重要事項の意思決定を行うとともに　取締役等の適正な

職務執行が図られるよう監督しております。

監査役会は社外監査役を含む３名で構成し、監査役は取締役会に出席するほか、社内の主要会議に出

席し取締役等の職務を監査しており、月１回適宜開催される監査役会において、監査実施内容の共有化

等を図っております。

当社の業務執行、経営の監視等の仕組みを図で示すと次のとおりであります。

　

　

ロ．企業統治の体制を採用する理由

当社の取締役会は、経営戦略及び事業計画の執行に関する最高意思決定機関、また取締役の業務執行

の監督を適正に実行する機関として、取締役７名及び監査役３名（うち社外監査役２名）で構成運営

されており、月１回の定例取締役会の開催に加え、重要案件が生じたときには臨時取締役会を都度開催

しております。なお、その他の会議についても監査役が参加できる体制をとっております。

　

ハ．内部統制システム整備の状況

当社の内部統制システムの整備状況については以下のとおりであります。

(1)取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

・コンプライアンス体制の基礎として、企業行動憲章たる「行動規範」をあらゆる行動の規範とす

る。また、総務部を主管部署として内部統制システムの構築・維持・向上を図るとともに、必要に

応じて各担当部署にて、規制・ガイドライン・マニュアル等を策定し徹底を図るものとする。
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・内部監査部門として内部監査室に内部監査機能を持たせるとともに、コンプライアンスの総括部

署として、総務部にその機能を持たせる。

・監査役会は、必要に応じて内部監査室長に対して内部監査に関する調査を求めることができる。

・取締役は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した

場合には、直ちに監査役会に報告するとともに、遅滞なく取締役会において報告するものとする。

・法令違反その他のコンプライアンスに関する問題についての社内報告体制として、総務部長を情

報受領者とする社内通報システムを整備し、「内部通報規程」に基づきその運用を行うこととす

る。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

取締役の職務執行に関する情報については、「稟議規程」「文書管理規程」に基づき、その保存媒

体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理するとともに、規程に定められた年限は

閲覧可能な状態を維持することとする。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社は、当社グループの業務執行に係る主要なリスクとして、以下ⅰからⅴのリスクを認識し、そ

の把握と管理、個々のリスクについての管理責任者についての体制を整えることとする。

ⅰ　法的規制に係るリスク

　　薬事法等による許認可に係るリスク

　　医薬品の販売規制緩和等による競合環境の変化に係るリスク

ⅱ　出店の進捗に係るリスク

ⅲ　調剤業務の医療過誤に係るリスク

ⅳ　薬剤師及び登録販売者の確保に係るリスク

ⅴ　個人情報の管理に係るリスク

・リスク管理に当たっては、「職務分掌権限規程」に基づき、個々のリスクについての管理責任者を

決定し、管理体制を構築するものとする。不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対

策本部を設置し、社内関係部署及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザーの協力を得て迅速な対

応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整える。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役の職務が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回定

時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に係

る重要事項については事前に会長、社長によるトップミーティングで方向性を確認し、取締役会の

承認を得て執行するものとする。

・取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」「職務分掌権限規程」において、それ

ぞれの責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定めることとする。

(5)当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ企業すべてに適用する「行動規範」

を定め、これを基礎として意思決定、業務執行を行うものとする。

　取締役は、グループ会社において法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事項を発見した

場合には、監査役会に報告するとともに、遅滞なく取締役会において報告するものとする。

・子会社が、当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他コンプライアンスに関する

問題があると認めた場合には、内部監査室長または総務部長に報告するものとする。

　内部監査室長または総務部長は直ちに監査役会に報告を行うとともに、意見を述べることができる

ものとする。監査役会は意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとする。
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(6)監査役会の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事

項

・監査役の職務を補助すべき使用人は特別にこれを定めることはせず、監査役の判断のもとに必要

に応じて、適宜、業務関連部署にその業務の補助に当たらせることとする。監査役が業務補助者の

独立性について疑義を持った場合には、取締役会に報告するとともに、その是正を求めることがで

きるものとする。

・監査役補助者は当該業務の執行に関して、取締役以下監査役補助者の属する組織の上長等の指揮

命令を受けないこととする。

(7)取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制

・取締役及び使用人は、監査役会に報告すべき事項及び時期についてあらかじめ監査役会と協議す

るものとし、当社の業務又は業績に影響を与える重要な事項について監査役会に都度報告するも

とする。前記に関わらず、監査役会はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求

めることができることとする。

・「内部通報規程」に定める内部者通報システムの適切な運用を維持することにより、法令違反そ

の他のコンプライアンスに関する問題について監査役会への適切な報告体制を確保するものとす

る。

・監査役会は、当社の法令遵守体制及び内部者通報システムの運用に問題があると認めるときは、意

見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとする。

(8)その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は、監査役会と定期的に会合をもち、経営方針、会社が対処すべき課題、会社を取り巻く

リスク及び監査上の重要課題等について意見交換し、相互認織と信頼関係を深めるよう努めるもの

とする。

(9)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

社会秩序や市民生活の安全を脅かす反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たず、さらに反社会

的勢力及び団体からの要求を断固拒否し、これらと係わりのある企業、団体、個人とはいかなる取引

も行わないとする方針を堅持する。

また、総務部を対応統括部署として情報の一元管理、警察等の外部専門機関や関連団体との信頼関

係の構築及び連携に努めてきており、これを継続・深耕するとともに、引き続き反社会的勢力排除の

ための社内体制の整備・強化を推進する。

(10)財務報告の信頼性を確保するための体制

・適正な会計処理を確保し財務報告の信頼性を向上させるため、経理業務に関する規定を定めると

ともに財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性の向上を図る。

・内部監査室は、財務報告に係る内部統制について監査を行う、主管部署及び監査を受けた部署は、

是正、改善の必要があるときには、その対策を講じる。

　
ニ．リスク管理体制の整備の状況

上記ハ(3)記載のとおり、当社は、当社グループの業務執行に係る主要なリスクとして、以下ⅰからⅴ

のリスクを認識し、その把握と管理、個々のリスクについての管理責任者を、「職務分掌権限規程」に

基づき決定し、リスク管理体制を構築することとします。

ⅰ法的規制に係るリスク

　a.薬事法等による許認可に係るリスク

　b.医薬品の販売規制緩和等による競合環境の変化に係るリスク

ⅱ出店の進捗に係るリスク

ⅲ調剤業務の医療過誤に係るリスク

ⅳ薬剤師及び登録販売者の確保に係るリスク
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ⅴ個人情報の管理に係るリスク

また、不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、社内関係

部署及び顧問弁護士を含む外部アドバイザーの協力を得て迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこ

れを最小限に抑える体制を整えることとします。

　

②内部監査及び監査役監査の状況

当社は、内部統制監査部門として内部監査室（２名）を設置し、当社及びその子会社の業務が法令、

社内規程及び業務マニュアルに従って実行されているか確認する等の方法により内部監査を行うこと

とし、その結果は代表取締役社長に報告されています。

監査役会は税理士を含む３名（うち社外監査役２名）で構成され、監査役監査は、各監査役が毎月開

催される取締役会及び監査役会に出席し、常勤監査役がその他重要な会議に出席、各議事録の閲覧及び

稟議書の確認等を行うことにより実施されております。また、内部監査の重要事項や会計監査の結果に

ついても確認を行っております。

なお、当社は、その他監査役監査について、上記ハ(6)ないし(8)についての決定をしております。

　

③社外取締役及び社外監査役の状況

当社の社外監査役は２名であり、「５　役員の状況」に記載のとおり、当社の株式を保有しておりま

すが、その他当社との人的関係、取引関係及びその他利害関係については該当事項ありません。

社外監査役清家弘直は企業経営に関する豊富な知識と経験及び他社の取締役や監査役として会社経

営に関与した経験があり、客観的な立場から取締役の業務執行を監視していただくため、選任しており

ます。また、社外監査役園山富徳は税理士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し

ており、専門的かつ客観的な立場から取締役の業務執行を監視していただくため、選任しております。

社外監査役は、監査方針に基づき毎月開催される取締役会及び監査役会に出席し、取締役の業務執行

の監督をする他、常勤監査役から情報、資料の提供や説明を受け外部的視点から企業価値を高めるため

の助言を適宜行っております。また、当社の内部監査室及び会計監査人と定期的に会議を開催し情報交

換・意見交換を行うことにより、監査の実効性と効率性の向上を図っております。

なお、当社は社外取締役を選任しておりません。当社は経営の意思決定機能と業務執行を管理監督す

る機能を持つ取締役会に対し、監査役３名中２名を社外監査役とすることで経営への監視機能を強化

しております。コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視機能が十分に

機能する体制が整っているため、現状の体制としております。
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④役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役 287 227 60 ─ ７

監査役
8 7 1 ─ １

（社外監査役を除く）

合計 308 245 63 ─ 10

（うち社外役員） 12 10 1 ─ ２

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．当社役員が受ける報酬等は当社から支給されるもののみであり、連結子会社からの報酬はあ

りません。

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社の役員の報酬限度額は、平成20年10月31日開催の臨時株主総会において、取締役の報酬等を年額７

億円以内（ただし、使用人分給与及び賞与は含まない。）、監査役の報酬等を年額７千万円以内と決議い

ただいております。

また、その決定方法については、役員各人の役位、業績及び貢献度など総合的に勘案し、取締役報酬等は

取締役会で、監査役報酬等は監査役会で決定しております。

　

⑤株式の保有状況

該当事項はありません。

　

⑥会計監査の状況

当社は、会社法に基づく会計監査人及び金融商品取引法に基づく会計監査人に三優監査法人を選任し

ております。当社と同監査法人及び当社監査に従事する業務執行役員との間に特別な利害関係はありま

せん。当社は同監査法人との間で、会社法監査と金融商品取引法監査について、監査契約を締結し、それに

基づき報酬を支払っております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は小林昌敏、岩田亘人の両氏であります。また、当社の会計

監査に係る補助者は、公認会計士３名、その他３名であります。

（注）その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。

　
⑦株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会作法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこ

れを行う旨を定款で定めております。

　

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨の定款の定めをおいております。また、取締役の選任決

議は、累積投票によらない旨の定款の定めをおいております。
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⑨取締役及び監査役の定数

当社は、当社の取締役は、10名以内とする旨の定款の定めをおいております。

　

⑩株主総会の決議事項を取締役会で決議できることとしている事項

イ．自己株式の取得

当社は、資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な資本施策の遂行のため、会社法第165条第２項

の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定

款で定めております。

ロ．中間配当金

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議により、会社法第454条第５項に定め

る剰余金の配当（中間配当金）をすることができる旨を定款で定めております。

ハ．取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査役であった者を含む。)がその職務の遂

行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の

決議によって、会社法第423条第１項の責任(損害賠償責任)を法令の限度において免除することができ

る旨を定款に定めております。

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 3 ─ 8 ─

連結子会社 35 ─ 30 ─

計 38 ─ 38 ─

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

規模・特性・監査日数等を勘案し、監査報酬額を決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成20年６月１日から平成21年５月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成21年６月１日から平成22年５月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成20年12月１日から平成21年５月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成21年６月１日から平成22年５月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

(3) 前連結会計年度において、当社と㈱クリエイトエス・ディーは、当社を完全親会社、㈱クリエイトエス

・ディーを完全子会社とする株式交換により全面的な統合（以下、「本統合」と言います。）を行いまし

た。これにより、㈱クリエイトエス・ディーは新たに連結子会社となりました。

　本統合は、当社を完全親会社、㈱クリエイトエス・ディーを完全子会社とする統合でありますが、「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針10号（最終改正平成

19年11月15日　企業会計基準委員会））上は逆取得に該当いたします。また、この逆取得に該当する本統

合（株式交換）は、平成21年３月１日をみなし取得日としております。株式交換の結果、前連結会計年度

の連結財務諸表は下記のようになっております。

　なお、本統合の詳細につきましては、『第５　経理の状況　１連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事

項　企業結合等関係』に記載しております。

①　前連結会計年度末の「連結貸借対照表」及び関連する「注記事項」には、㈱クリエイトＳＤホール

ディングスの財政状態が反映されております。

②　前連結会計年度の「連結損益計算書」及び関連する「注記事項」には、㈱クリエイトＳＤホールディ

ングスの平成21年３月１日から平成21年５月31日までの経営成績が反映されております。

③　前連結会計年度の「連結株主資本等変動計算書」及び関連する「注記事項」に関して、㈱クリエイト

エス・ディーの前期末残高を記載しております。

④　前連結会計年度の「連結キャッシュ・フロー計算書」及び関連する「注記事項」に関して、現金及び

現金同等物の期首残高は㈱クリエイトエス・ディーの期首残高を記載しております。

　　また、前連結会計年度の「連結キャッシュ・フロー計算書」及び関連する「注記事項」には、㈱クリエ

イトＳＤホールディングスの平成21年３月１日から平成21年５月31日までのキャッシュ・フローの状

況が反映されております。
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２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年６月１日から平成

21年５月31日まで)及び前事業年度(平成20年12月１日から平成21年５月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成21年６月１日から平成22年５月31日まで)及び当事業年度(平成21年６月１日から平成22年５月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、三優監査法人の監査を受けております。

　

３　決算期変更について

平成20年10月31日開催の臨時株主総会における定款一部変更の決議により、決算期を11月30日から５月

31日に変更いたしました。

したがって、前連結会計年度は平成20年６月１日から平成21年５月31日までの12ヶ月、前事業年度は平成

20年12月１日から平成21年５月31日までの６ヶ月間となっております。

　

４　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には会計基準

等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公

益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同法人の主催するセミナーに参加しております。

EDINET提出書類

株式会社クリエイトＳＤホールディングス(E21606)

有価証券報告書

 32/117



１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年５月31日)

当連結会計年度
(平成22年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 7,067 7,025

売掛金 1,964 2,395

有価証券 5,500 5,500

商品 12,833 14,840

貯蔵品 117 156

繰延税金資産 779 842

その他 2,392 2,477

流動資産合計 30,654 33,237

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 9,005

※2
 9,929

減価償却累計額 △3,754 △4,420

建物及び構築物（純額） 5,250 5,509

車両運搬具 9 8

減価償却累計額 △8 △7

車両運搬具（純額） 0 1

土地 ※2
 1,990

※2
 1,990

その他 5,372 6,451

減価償却累計額 △3,110 △4,236

その他（純額） 2,261 2,214

有形固定資産合計 9,503 9,716

無形固定資産

のれん 84 36

その他 261 263

無形固定資産合計 346 299

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 130

※1
 134

長期貸付金 5,135 5,470

繰延税金資産 571 665

敷金及び保証金 ※2
 5,225

※2
 5,404

その他 2,056 1,855

貸倒引当金 △63 △62

投資その他の資産合計 13,056 13,467

固定資産合計 22,906 23,484

資産合計 53,560 56,721
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年５月31日)

当連結会計年度
(平成22年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 18,514 19,489

短期借入金 ※2
 250 －

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 96

※2
 98

未払法人税等 1,925 1,737

賞与引当金 113 120

役員賞与引当金 102 63

ポイント引当金 500 600

店舗閉鎖損失引当金 148 89

その他 3,160 3,061

流動負債合計 24,811 25,261

固定負債

長期借入金 ※2
 441

※2
 366

退職給付引当金 720 851

役員退職慰労引当金 83 －

負ののれん 390 311

その他 927 949

固定負債合計 2,564 2,477

負債合計 27,376 27,739

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 1,825 934

利益剰余金 23,360 27,046

株主資本合計 26,185 28,980

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1 1

評価・換算差額等合計 △1 1

純資産合計 26,184 28,982

負債純資産合計 53,560 56,721
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年６月１日
　至 平成22年５月31日)

売上高 139,932 149,081

売上原価 ※1
 102,662

※1
 110,367

売上総利益 37,269 38,713

販売費及び一般管理費

ポイント引当金繰入額 500 600

給料及び手当 10,320 11,526

賞与引当金繰入額 100 110

役員賞与引当金繰入額 102 63

退職給付費用 140 165

減価償却費 1,862 2,061

地代家賃 5,835 6,339

その他 10,232 10,567

販売費及び一般管理費合計 29,094 31,434

営業利益 8,175 7,279

営業外収益

受取利息 124 109

受取配当金 1 1

固定資産受贈益 39 39

負ののれん償却額 6 79

その他 73 115

営業外収益合計 245 344

営業外費用

支払利息 5 12

貸倒引当金繰入額 9 －

株式交付費 7 －

その他 2 2

営業外費用合計 24 14

経常利益 8,396 7,610

特別利益

投資有価証券売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 － 1

その他 － 0

特別利益合計 0 1

特別損失

たな卸資産評価損 270 －

減損損失 ※3
 19

※3
 119

店舗閉鎖損失引当金繰入額 148 74

その他 ※2
 1

※2
 12

特別損失合計 440 207

税金等調整前当期純利益 7,956 7,404

EDINET提出書類

株式会社クリエイトＳＤホールディングス(E21606)

有価証券報告書

 35/117



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年６月１日
　至 平成22年５月31日)

法人税、住民税及び事業税 3,647 3,877

法人税等調整額 △200 △158

法人税等合計 3,446 3,718

当期純利益 4,510 3,686
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年６月１日
　至 平成22年５月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,305 1,000

当期変動額

株式交換による増加 △305 －

当期変動額合計 △305 －

当期末残高 1,000 1,000

資本剰余金

前期末残高 1,519 1,825

当期変動額

株式交換による増加 305 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △890

当期変動額合計 305 △890

当期末残高 1,825 934

利益剰余金

前期末残高 19,560 23,360

当期変動額

剰余金の配当 △710 －

当期純利益 4,510 3,686

自己株式の消却 △0 －

当期変動額合計 3,799 3,686

当期末残高 23,360 27,046

自己株式

前期末残高 △0 －

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

自己株式の消却 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 － －

株主資本合計

前期末残高 22,386 26,185

当期変動額

剰余金の配当 △710 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △890

当期純利益 4,510 3,686

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 3,799 2,795

当期末残高 26,185 28,980
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年６月１日
　至 平成22年５月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4 △1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△6 2

当期変動額合計 △6 2

当期末残高 △1 1

評価・換算差額等合計

前期末残高 4 △1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△6 2

当期変動額合計 △6 2

当期末残高 △1 1

純資産合計

前期末残高 22,390 26,184

当期変動額

剰余金の配当 △710 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △890

当期純利益 4,510 3,686

自己株式の取得 △0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 2

当期変動額合計 3,793 2,797

当期末残高 26,184 28,982
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年６月１日
　至 平成22年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 7,956 7,404

減価償却費 1,862 2,074

減損損失 19 119

負ののれん償却額 △6 △79

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） 21 6

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △38

ポイント引当金の増減額（△は減少） 120 100

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 148 59

退職給付引当金の増減額（△は減少） 118 130

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △83

受取利息及び受取配当金 △126 △111

支払利息 5 12

売上債権の増減額（△は増加） △559 △430

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,064 △2,034

未収入金の増減額（△は増加） △444 △52

仕入債務の増減額（△は減少） 1,652 975

未払金の増減額（△は減少） △16 95

未払費用の増減額（△は減少） 161 111

未払消費税等の増減額（△は減少） 55 △117

その他 △28 △67

小計 9,886 8,072

利息及び配当金の受取額 40 12

利息の支払額 △5 △12

法人税等の支払額 △3,909 △4,085

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,013 3,987

投資活動によるキャッシュ・フロー

事業譲受による支出 － ※4
 △32

定期預金の払戻による収入 － 250

有形固定資産の取得による支出 △2,808 △2,053

無形固定資産の取得による支出 △69 △128

長期貸付けによる支出 △817 △667

長期貸付金の回収による収入 447 496

長期前払費用の取得による支出 △247 △168

建設協力金の回収による収入 128 116

敷金及び保証金の差入による支出 △98 △160

敷金及び保証金の回収による収入 0 90

出店仮勘定による支出 △512 △362

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △343 －
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年６月１日
　至 平成22年５月31日)

株式交換による関係会社資金の受入 130 －

その他 9 55

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,183 △2,565

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） － △250

長期借入れによる収入 － 400

長期借入金の返済による支出 △51 △472

配当金の支払額 △710 △890

その他 △7 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △768 △1,213

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,061 208

現金及び現金同等物の期首残高 11,255 12,317

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 12,317

※1
 12,525
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【継続企業の前提に関する事項】

前連結会計年度（自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日）

該当事項はありません。

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数２社

　連結子会社の名称

　㈱クリエイトエス・ディー

　ウェルライフ㈱

　㈱クリエイトエス・ディーは平成20

年７月23日に締結した当社との株式交

換契約に基づき、平成21年３月１日を

効力発生日として株式交換を行い、同

社は当社の完全子会社となりました。

　ウェルライフ㈱は、当連結会計年度に

おいて株式を取得したことにより、新

たに連結の範囲に含めております。

(1) 連結子会社の数２社

　連結子会社の名称

　㈱クリエイトエス・ディー

　ウェルライフ㈱

　

　 (2) 非連結子会社の名称

　㈱エスタ

　㈱クリエイトビギン

　（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。

 

(2) 非連結子会社の名称

　㈱エスタ

　㈱クリエイトビギン

　（連結の範囲から除いた理由）

同左

２．持分法の適用に関する事

項

　持分法を適用しない非連結子会社の

名称

　㈱エスタ

　㈱クリエイトビギン

（持分法を適用しない理由）

　持分法を適用しない非連結子会社は

小規模であり、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から除い

ております。

 

　持分法を適用しない非連結子会社の

名称

　㈱エスタ

　㈱クリエイトビギン

（持分法を適用しない理由）

同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうちウェルライフ㈱の

決算日は３月31日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しており

ます。なお、同決算日から連結決算日と

の間に生じた重要な取引はありませ

ん。

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成20年６月１日

至　平成21年５月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年６月１日

至　平成22年５月31日)

４．会計処理基準に関する事

項

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 
 

(1)有価証券

①子会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの

　投資事業有限責任組合出資金に

ついては、当該投資事業有限責任

組合の直近の決算書の当社持分割

合で評価、その他については移動

平均法による原価法

 
 

(1)有価証券

①子会社株式

　　　　　　同左

②その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

  時価のないもの

同左

　 (2)たな卸資産

①商品

　主として売価還元平均原価法（貸

借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。

②貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。

 

(2)たな卸資産

①商品

　 　　　　　 同左

　

　

　

②貯蔵品

　　　　　　  同左

 

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(1)有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　　建物　　８年～50年

　　構築物　10年～50年

　　工具器具備品

　　　　　　３年～20年

(2)無形固定資産

  定額法

  ソフトウエア（自社利用）について

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

(3)長期前払費用

   定額法

 

(1)有形固定資産

　　　　　 　　同左

 

　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　

(2)無形固定資産

  　　　　　　 同左

　

　

　

(3)長期前払費用

    　　　　　 同左

　

　(3) 重要な繰延資産の処理

方法

 

(1)株式交付費

　支出時に全額費用として処理してお

ります。

 

(1)株式交付費

─────
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項目

前連結会計年度

(自　平成20年６月１日

至　平成21年５月31日)

当連結会計年度

(自　平成21年６月１日

至　平成22年５月31日)

　(4) 重要な引当金の計上基

準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(1)貸倒引当金

　　　　　　 　同左

　 (2)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため支

給見込額の当連結会計年度負担額を計

上しております。

(2)賞与引当金

同左

　 (3)役員賞与引当金

　当社及び一部の連結子会社は、役員に

対する賞与の支給に備えるため、当連

結会計年度における支給見込額の当期

負担額を計上しております。

(3)役員賞与引当金

同左

　 (4)ポイント引当金

　一部の連結子会社は、販売促進を目的

とするポイントカード制度により付与

したポイントの使用に備えるため、未

使用のポイント残高に対して、過去の

使用実績率に基づき将来使用されると

見込まれる額を計上しております。

(4)ポイント引当金

同左

　 (5)店舗閉鎖損失引当金

　一部の連結子会社は、店舗閉鎖に伴う

損失に備えるため資産内容等を勘案し

て、損失見込額を計上しております。

(5)店舗閉鎖損失引当金

　　　　　　　 同左

　 (6)退職給付引当金

　連結子会社は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務に基づき計上しておりま

す。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生時から費用処理する

こととしております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしておりま

す。

　また、執行役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

(6)退職給付引当金

　　　　　　　 同左

　 (7)役員退職慰労引当金

　一部の連結子会社は、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

　

(7)役員退職慰労引当金

　　　　　　─────

　

　(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理
　　　　　　　 同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　全面時価評価法によっております。 同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却につい

ては、５年間の定額法により償却を

行っております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左
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【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自  平成20年６月１日
至  平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成21年６月１日
至  平成22年５月31日)

──────

 
　（退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適

用）

　当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）（企業会計基準第19号　平成20年７

月31日）を適用しております。

　数理計算上の差異を翌連結会計年度から償却するた

め、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益に与える影響はありません。

　また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務

の差額の未処理残高は42百万円であります。

　 　

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自  平成20年６月１日
至  平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成21年６月１日
至  平成22年５月31日)

────── (連結損益計算書)

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「投資有

価証券売却益」（当連結会計年度は0百万円）は、特別利

益の総額の100分の10以下となったため、特別利益の「そ

の他」に含めて表示することにいたしました。

　

【追加情報】

前連結会計年度
(自  平成20年６月１日
至  平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自  平成21年６月１日
至  平成22年５月31日)

────── (役員退職慰労引当金)

　一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

りましたが、平成21年６月30日開催の定時株主総会にお

いて、役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件

が承認可決されましたので、同制度を株主総会終結の時

をもって廃止しております。この結果「役員退職慰労引

当金（84百万円）」を固定負債の「その他」に振替え

ております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成21年５月31日)

当連結会計年度
(平成22年５月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 70百万円

 
※２　担保に供している資産

定期預金 250百万円

建物及び構築物 143百万円

土地 222百万円

投資有価証券 16百万円

敷金・保証金返還請求権 1,217百万円

　 1,848百万円

　上記資産は、短期借入金250百万円、１年内返済予定長期

借入金42百万円、長期借入金350百万円の担保に供してお

ります。

 

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 70百万円

 
※２　担保に供している資産

建物及び構築物 135百万円

土地 222百万円

敷金・保証金返還請求権 1,217百万円

　 1,574百万円

　　　（根抵当権の極度額）　　　　　　　 400百万円

　上記資産は、１年内返済予定長期借入金40百万円、長期

借入金333百万円の担保に供しております。
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

※１．次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

　　　　　　　　　　　　　160百万円

※２．その他の内訳は、次のとおりであります。

　固定資産除却損　　　　　　0百万円

　　　閉鎖店舗損失　　　　　　　1百万円

　　　　　　計　　　　　　　 　 1百万円

　　　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

　工具器具備品　　　　　　　0百万円

　　　　計　　　　　　　 　 0百万円

※３．減損損失 

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

静岡県 店舗用資産 建物等 1

神奈川県 店舗用資産 建物等 7

千葉県 店舗用資産 建物等 10

合計 19

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単

位として店舗用資産については店舗を基本単位として、

また賃貸用資産については物件を基本単位としてグルー

ピングしております。

　店舗用資産については、営業活動から生じる損益が継続

してマイナスであり、将来キャッシュ・フローもマイナ

スが見込まれるため、帳簿価額の全額を減損損失として

特別損失に計上いたしました。

　上記の主な資産に係る内容は以下のとおりです。

勘定科目 金額（百万円）

　建物 4

　構築物 0

　工具器具備品 9

　リース資産 5

合　計 19

※１．次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

　　　　　　　　　　　　　381百万円

※２．その他の内訳は、次のとおりであります。

　固定資産除却損　　　　　　0百万円

　　　閉鎖店舗損失　　　　　　 11百万円

　　　　　　計　　　　　　　 　12百万円

　　　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

　車両運搬具　　　　　　　　0百万円

　工具器具備品　　　　　　　0百万円

　　　　計　　　　　　　 　 0百万円

※３．減損損失 

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

神奈川県 店舗用資産 建物等 9

群馬県 店舗用資産 建物等 37

千葉県 店舗用資産 建物等 46

茨城県 店舗用資産 建物等 26

合計 119

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単

位として店舗用資産については店舗を基本単位として、

また賃貸用資産については物件を基本単位としてグルー

ピングしております。

　店舗用資産については、営業活動から生じる損益が継続

してマイナスであり、将来キャッシュ・フローもマイナ

スが見込まれるため、帳簿価額の全額を減損損失として

特別損失に計上いたしました。

　上記の主な資産に係る内容は以下のとおりです。

勘定科目 金額（百万円）

　建物附属設備 77

　構築物 8

　工具器具備品 20

　長期前払費用 1

　リース資産 11

合　計 119
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 前期末株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 22,194,228株79,070株 184株 22,273,114株

合計 22,194,228株79,070株 184株 22,273,114株

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 124株 60株 184株 ─

合計 124株 60株 184株 ─

（注）１ 普通株式の発行済株式の株式数の増加は、株式交換によるものであります。

　　 ２ 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　　 ３ 普通株式の発行済株式及び自己株式の株式数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金の支払

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

基準日 効力発生日
配当額

平成20年８月22日
定時株主総会

普通株式 710百万円 32円平成20年5月31日平成20年8月25日

（注）上記の支払額は株式会社クリエイトエス・ディーの定時株主総会において決議された金額を記載しておりま

す。

　

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり

基準日 効力発生日
配当額

平成21年８月21日
定時株主総会

普通株式 890百万円 資本剰余金 40円平成21年5月31日平成21年8月24日
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当連結会計年度（自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 22,273,114株 ─ ─ 22,273,114株

合計 22,273,114株 ─ ─ 22,273,114株

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 ─ ─ ─ ─

合計 ─ ─ ─ ─

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金の支払

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

基準日 効力発生日
配当額

平成21年８月21日
定時株主総会

普通株式 890百万円 40円平成21年5月31日平成21年8月24日

　

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり

基準日 効力発生日
配当額

平成22年８月27日
定時株主総会

普通株式 1,002百万円利益剰余金 45円平成22年5月31日平成22年8月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　（平成21年５月31日現在）

現金及び預金勘定　　　　　  　　　 7,067百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金　△ 250百万円

有価証券　　　　　　　 　　　　　  5,500百万円

現金及び現金同等物 　　　　　　　 12,317百万円

　

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たにウェルライフ㈱を連結したこ

とに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びにウェル

ライフ㈱株式の取得価額とウェルライフ㈱取得のための

支出（純額）との関係は次のとおりです。

流動資産 742百万円

固定資産 1,661百万円

流動負債 △ 406百万円

固定負債 △ 982百万円

負ののれん △ 264百万円

ウェルライフ㈱株式の取得価額 750百万円

ウェルライフ㈱現金及び
現金同等物

△ 406百万円

差引ウェルライフ㈱取得のため
の支出

343百万円

 

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　（平成22年５月31日現在）

現金及び預金勘定　　　　　  　　　 7,025百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金　　　―百万円

有価証券　　　　　　　 　　　　　  5,500百万円

現金及び現金同等物 　　　　　　　 12,525百万円

　

※２．

─────

　３．重要な非資金取引

　㈱クリエイトエス・ディーを取得企業とし当社を被取

得企業とした株式交換の結果、時価評価後の当社の資産

及び負債を引き継いでおります。引き継いだ資産及び負

債の主な内訳は以下のとおりであります。

　　　　流動資産　　　　　　　 133百万円

　　資産合計　　　　　　　 133百万円

 

　　流動負債　　　　　　　　 0百万円

　　負債合計　　　　　　　　 0百万円

　なお、当該株式交換による当社資金の受入額は130百万

円であります。

 

　３．

─────

※４．

─────
 

※４．㈱ナカイチ・メディカルからの事業の譲受により

増加した資産の主な内訳

　　商品　　　　　  　　　 11百万円

工具器具備品  　　　　  0百万円

電話加入権 　　　　　   0百万円

その他　　　　　　　　　1百万円

のれん 　　　　　  　　20百万円

資産合計　　　　　 　　32百万円
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始が、平成20年５月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっており、その内容は次のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始が、平成20年５月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっており、その内容は次のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

期末残高
相当額

　 (百万円)(百万円)(百万円)(百万円)

建物及び構築物 612 290 ─ 321

有形固定資産
その他

701 478 6 216

無形固定資産
その他

239 175 ─ 64

合計 1,553 944 6 602

 

(2) 未経過リース料期末相当額等

　　未経過リース料期末相当額

１年以内 212 百万円

１年超 460 百万円

　合計
 

672 百万円
　

リース資産減損勘定の残高　　　 6 百万円
 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 301 百万円

リース資産減損勘定の取崩額 0 百万円

減価償却費相当額 266 百万円

支払利息相当額 35 百万円

減損損失 5 百万円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

 
(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

 
２．オペレーティング・リース取引（借主側）

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 189 百万円

１年超 942 百万円

　合計
 

1,132 百万円

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

期末残高
相当額

　 (百万円)(百万円)(百万円)(百万円)

建物及び構築物 612 326 ─ 285

有形固定資産
その他

396 297 13 85

無形固定資産
その他

147 122 ─ 25

合計 1,156 746 13 396

 

(2) 未経過リース料期末相当額等

　　未経過リース料期末相当額

１年以内 116 百万円

１年超 349 百万円

　合計
 

465 百万円
　

リース資産減損勘定の残高　 13 百万円
 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 244 百万円

リース資産減損勘定の取崩額 4 百万円

減価償却費相当額 211 百万円

支払利息相当額 28 百万円

減損損失 11 百万円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

 
(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

 
２．オペレーティング・リース取引（借主側）

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 260 百万円

１年超 1,186 百万円

　合計
 

1,447 百万円
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(金融商品関係)

　当連結会計年度（自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日）

　
（追加情報）

当連結会計年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適

用しております。

　

（1）金融商品の状況に関する事項

イ．金融商品に対する取組方針

当社グループは、各事業の事業資金については、資金計画に照らして必要な額を事業会社　　　　　 毎に

銀行借入により調達しております。資金運用については、当社はグループは、余剰資金は、安全性の高

い、預金等で運用する方針であり、投機的な取引は行わない方針であります。

ロ．金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　有価証券は銀行に対する譲渡性預金であり、市場価格の変動リスクはありません。

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　長期貸付金、敷金及び保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。

買掛金は、流動性リスクに、借入金は資金調達に係るリスクに晒されております。

ハ．金融商品に係るリスク管理体制

売掛金、長期貸付金、敷金及び保証金につきましては、取引先ごとの期日及び残高管理をするととも

に主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制をとっております。

投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況を勘案し保有状況

を見直しております。

買掛金及び借入金につきましては、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方

法により管理しております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末（平成22年５月31日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは（注）2に記

載のとおりであり、次表には含めておりません。

（単位：百万円）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 7,025 7,025 ─

（2）売掛金 2,395 2,395 ─

（3）有価証券 5,500 5,500 ─

（4）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 40 40 ─

（5）長期貸付金 5,470　 　

　　 貸倒引当金 (62)　 　

　 5,407 5,549 141

（6）敷金及び保証金 408 326 △82

（7）買掛金 (19,489) (19,489) ─

（8）１年内返済予定の長期借入金 (98) (98) ─

（9）未払法人税等 (1,737) (1,737) ─

（10）長期借入金 (366) (359) △7

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）1．金融商品の時価の算定方法

　　　　（1）現金及び預金、（2）売掛金並びに（3）有価証券

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（4）投資有価証券

　　   投資有価証券の時価は、取引所の価格によっております。　

（5）長期貸付金

  長期貸付金の時価については、元金及び利息の受取見込額を国債の利回り等の適切な利率で

割引いて算定する方法によっております。　　　　　　　 　　　　

（6）敷金及び保証金

その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割引いた、現在価値等　　　　　　　

により算定しております。

（7）買掛金並びに（8）1年内返済予定の長期借入金（9）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳　　　　　　　 

簿価額によっております。

（10）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入をおこなった場合　　　　　　　

に想定される利率で割引いて算定する方法によっております。
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（注）2．時価を把握することが極めて困難な金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場関係会社株式　　　　　   ※1 70

非上場株式　　　        　 　　※1 20

投資事業有限責任組合出資金 　　※1 4

敷金及び保証金 　　        　　※2 4,995

　※1 これらは市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であると認められるため「(4) 投資

有価証券」には含めておりません。

※2 敷金及び保証金のうち、実質的な預託期間を算定する事が困難なものについては、時価を把握す

ることが困難であると認められるため「(6) 敷金及び保証金」には含めておりません。

（注）3．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 7,025 ─ ─ ─

売掛金 2,395 ─ ─ ─

有価証券 5,500 ─ ─ ─

長期貸付金 401 1,667 1,748 1,653

敷金及び保証金 ─ 22 45 340

（注）4．長期借入金の連結決算日後の返済予定

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円)

５年超
（百万円)

長期借入金 ─ 73 40 40 40 172
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(有価証券関係)

前連結会計年度（平成21年５月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度
(平成21年５月31日)

取得原価

連結決算日
における
連結貸借
対照表計上額

差額

(百万円) (百万円) (百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

　株式 9 13 3

　債券 　 　 　

　　国債・地方債等 ─ ─ ─

　　社債 ─ ─ ─

　　その他 ─ ─ ─

　その他 ─ ─ ─

小計 9 13 3

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

　株式 30 21 △8

　債券 　 　 　

　　国債・地方債等 ─ ─ ─

　　社債 ─ ─ ─

　　その他 ─ ─ ─

　その他 ─ ─ ─

小計 30 21 △8

合計 39 34 △5

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分

前連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

売却額
売却益の
合計額

売却損の
合計額

(百万円) (百万円) (百万円)

株式 1 0 ─

債券 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

合計 1 0 ─
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３　時価評価されていない有価証券

区分

前連結会計年度
(平成21年５月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 子会社株式 70

(2) その他有価証券 　

譲渡性預金 5,500

非上場株式 20

その他 6

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

１．債権 　 　 　 　

　（1）国債・地方債等 ─ ─ ─ ─

　（2）社債 ─ ─ ─ ─

　（3）その他 ─ ─ ─ ─

２．その他 　 　 　 　

　（1）譲渡性預金 5,500 ─ ─ ─

　（2）その他 ─ 6 ─ ─

合計 5,500 6 ─ ─
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当連結会計年度（平成22年５月31日）

１　その他有価証券

　 種類
連結決算日におけ
る連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万
円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 21 16 5

(2) 債券 　 　 　

 ① 国債・地方債等 ─ ─ ─

 ② 社債 ─ ─ ─

 ③ その他 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 21 16 5

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 18 23 △5

(2) 債券 　 　 　

 ① 国債・地方債等 ─ ─ ─

 ② 社債 ─ ─ ─

 ③ その他 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

小計 18 23 △5

合計 40 40 △0

　
２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年６月１日 至　平成22年５月31日）

　 売却額(百万円)
売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

(1) 株式 0 0 ─

(2) 債券 　 　 　

  ① 国債・地方債等 ─ ─ ─

  ② 社債 ─ ─ ─

  ③ その他 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

合計 0 0 ─

　

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度（自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成21年６月

１日　至　平成22年５月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度（自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社の連結子会社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用いたしております。

　
２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 765百万円

(内訳) 　
②　未認識過去勤務債務 ─　〃

③　未認識数理計算上の差異 △44　〃

④　会計基準変更時差異の未処理額 ─　〃

⑤　退職給付引当金 720百万円

（注）一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 114百万円

②　利息費用 15　〃

③　過去勤務債務の費用処理額 ─　〃

④　数理計算上の差異の費用処理額 9　〃

⑤　臨時に支払った割増退職金 0　〃

⑥　退職給付費用 140百万円

　
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　過去勤務債務の額の処理年数 ５年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を費用処理する方法)

④　数理計算上の差異の処理年数 ５年

(各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による按分額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理する方法)
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当連結会計年度（自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社の連結子会社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用いたしております。

　
２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 896百万円

(内訳) 　
②　未認識過去勤務債務 ─　〃

③　未認識数理計算上の差異 △45  〃

④　会計基準変更時差異の未処理額 ─　〃

⑤　退職給付引当金 851百万円

（注）一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 135百万円

②　利息費用 14　〃

③　過去勤務債務の費用処理額 ─　〃

④　数理計算上の差異の費用処理額 14　〃

⑤　臨時に支払った割増退職金 5　〃

⑥　退職給付費用 168百万円

　
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 1.6％

③　過去勤務債務の額の処理年数 ５年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を費用処理する方法)

④　数理計算上の差異の処理年数 ５年

(各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による按分額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理する方法)
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)及び当連結会計年度（自　平成21年６月１

日　至　平成22年５月31日）

該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成21年５月31日)

当連結会計年度
(平成22年５月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産 　

未払事業税 160

未払賞与 250

ポイントカード引当金 203

退職給付引当金 291

未払役員退職慰労金 124

投資有価証券評価損 12

その他 308

繰延税金資産計 1,351
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産 　

未払事業税 156

未払賞与 288

ポイントカード引当金 243

退職給付引当金 345

未払役員退職慰労金 158

投資有価証券評価損 12

その他 301

繰延税金資産計 1,508
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　 （単位：％）

法定実効税率 40.6

（調整） 　

住民税均等割 1.5

交際費 0.1

役員賞与引当金 0.5

その他 0.6

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

43.3
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　 （単位：％）

法定実効税率 40.6

（調整） 　

受取配当金の連結消去に伴う影響 6.1

控除対象外源泉所得税 1.7

住民税均等割 1.8

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

50.2
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(企業結合等関係)

前連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

（パーチェス法適用）

①　被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った

理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称及び取得した議決権比率

イ. 被取得企業の名称及び事業の内容

　㈱クリエイトＳＤホールディングス（当社）

　医薬品、化粧品その他の小売業等を営む事業会社の株

式を所有することによる支配・管理

ロ．企業結合を行った主な理由

　㈱クリエイトエス・ディーを当社の子会社とするこ

とにより、ドラッグストア関連事業における急速な市

場環境の変化に対応し、経営上の意思決定の迅速化や

Ｍ＆Ａを活用した経営戦略に有効と判断したためであ

ります。

ハ．企業結合日

 平成21年3月1日

ニ．企業結合の法的形式

 株式交換

ホ．結合後企業の名称

 株式交換実施後も各社の名称に変更はありません。

ヘ．取得した議決権比率

　　　 100.00％

─────

②　連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期

間

　平成21年3月1日から平成21年5月31日まで

③　被取得企業の取得原価及びその内訳

　　取得の対価

　    ㈱クリエイトエス・ディーの株式 7,550百万円

　　取得に要した支出

　 　 取得原価　　 　　　　　　　　  7,550百万円

④　株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交

付株式数及びその評価額

イ．株式の種類及び交換比率

　　㈱クリエイトエス・ディー普通株式１株：

　　㈱クリエイトＳＤホールディングス普通株式１株

ロ．株式交換比率の算定方法

　第三者機関により提案された評価方法等を総合的

に勘案して算定しております。

ハ．交付株式数及びその評価額

 　4,314,484株　　　7,550百万円

（注）上記交付株式数は、取得の対価の算定基礎と

なった、㈱クリエイトエス・ディーが交付したもの

とみなした交付株式数を記載しております。株式交

換により 、当社が実際に交付した株式数は

17,879,560株であります。
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前連結会計年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

⑤　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却

期間

イ．発生した負ののれんの金額　　　133百万円

ロ．発生原因

　企業結合日に受け入れた資産と引き受けた負債との

差額（取得原価の配分額）が取得原価を上回ったため

負ののれんが発生しております。

  ハ．償却方法及び償却期間

　　５年間の定額法による償却

⑥　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の

額並びにその主な内訳

　イ．資産の部

　　　　　流動資産　　　　133百万円

　　　　　資産合計　　　　133百万円

　ロ．負債の部

　　　　　流動負債　　　　　0百万円

　　　　　負債合計　　　　　0百万円

⑦　企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及

び当該連結会計年度以降の会計処理方針

　該当事項はありません。

⑧　取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理さ

れた金額及びその科目名

　該当事項はありません。

⑧　企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮

定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額

　影響は軽微であります。

─────

　

(賃貸等不動産関係)

当連結会計年度(自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日)

　
（追加情報）

当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20

年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第23号 平成20年11月28日）を適用しています。

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度（自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成21年６

月１日　至　平成22年５月31日）

　ドラッグストア事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及

び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成21年６

月１日　至　平成22年５月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

【海外売上高】

　前連結会計年度（自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成21年６

月１日　至　平成22年５月31日）

　　海外売上高がないため該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社クリエイトＳＤホールディングス(E21606)

有価証券報告書

 63/117



　

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

（追加情報）

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）

及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月

17日）を適用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　
１．関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

（ア）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類 氏名 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員 山本久雄 ─ ─
当社代表取
締役

(被所有)
直接 25.94%

─
株式交換
(注1、2）

7,047 ─ ─

役員 若尾鐵志郎 ─ ─
当社代表取
締役

(被所有)
直接 0.37%

─
株式交換
(注1、2）

107 ─ ─

役員 山本いつ子 ─ ─ 当社取締役
(被所有)
直接 9.69%

─
株式交換
(注1、2）

2,269 ─ ─

役員 斉藤宰 ─ ─ 当社取締役
(被所有)
直接 0.19%

─
株式交換
(注1、2）

55 ─ ─

(注) １．取引金額については、株式交換により増加した当社の純資産増加額を発行株式数で除して算定しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　株式交換は、㈱クリエイトエス・ディーを子会社とするものであり、同取引は第三者機関が算出した株式交換比

率に基づいております。

　

当連結会計年度(自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

１株当たり純資産額 1,175円61銭

１株当たり当期純利益 203円03銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

１株当たり純資産額 1,301円23銭

１株当たり当期純利益 165円49銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

(注)　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

当期純利益(百万円) 4,510 3,686

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,510 3,686

期中平均株式数(株) 22,213,980 22,273,114
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(重要な後発事象)

　前連結会計年度（自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日）

　該当事項はありません。

　

　当連結会計年度（自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日）

　（子会社の設立について）

平成22年５月24日開催の当社取締役会決議に基づき、平成22年６月８日付でデイサービス事業を営む

100％子会社株式会社サロンデイを設立いたしました。

本店所在地　　　神奈川県横浜市青葉区荏田西１-９-15

代表者　　　　　代表取締役社長　三枝　孝彰

資本金の額　　　35百万円

事業年度の末日　５月31日　

　

　（連結子会社間の吸収分割について）

平成22年６月21日開催の当社取締役会において、当社連結子会社でありますウェルライフ株式会社の

デイサービス事業を吸収分割の手法により分割し、同じく連結子会社である株式会社サロンデイに承継

させる方針を決議しました。なお、ウェルライフ株式会社は平成22年６月16日開催の取締役会にて、株式

会社サロンデイは平成22年６月21日開催の取締役会にてそれぞれ分割契約締結を承認する旨の決議をい

たしました。

１．会社分割の目的

　高齢社会到来による社会的ニーズの高まりを受け、当社子会社ウェルライフ株式会社の行なう「機能訓

練型デイサービス事業」を、デイサービス事業の専業会社として設立した株式会社サロンデイに承継し

た上、その施設の拡大を図り、地域社会の期待に応える。

　また、当社中核子会社の株式会社クリエイトエス・ディーのドラッグストアにデイサービス施設を併設

し、地域のための「総合ヘルスケアセンター」づくりを推進する。

　

２．会社分割の要旨

（１）分割の日程（簡易分割）

　分割契約承認の取締役会決議（ウェルライフ㈱） 平成22年６月16日

　吸収分割方針の取締役会決議（当社） 平成22年６月21日

　分割契約承認の取締役会決議（㈱サロンデイ） 平成22年６月21日

　吸収分割契約締結（当事会社間） 平成22年６月21日

　吸収分割日（効力発生日） 平成22年８月1日

（２）吸収分割の方法

　ウェルライフ株式会社を分割会社、株式会社サロンデイを承継会社とする吸収分割です。ウェルライフ

株式会社は会社法第784条第3項に定める要件を、株式会社サロンデイは会社法第796条第3項に定める要

件をそれぞれ充足しているため、株主総会による分割契約の承認を得ることなく本吸収分割を行ないま

した。

（３）吸収分割に係る株式等の割当

　ウェルライフ株式会社及び株式会社サロンデイは、共に当社の完全支配関係下にあるため、本件吸収分

割に際して株式会社サロンデイはウェルライフ株式会社に対する承継対象権利義務に代わる株式その他

金銭等の割当及び交付は行ないません。

EDINET提出書類

株式会社クリエイトＳＤホールディングス(E21606)

有価証券報告書

 66/117



（４）分割により減少する資本金の額、承継により増加する資本金の額

　本件分割に伴う分割会社及び承継会社の資本金の額の変動はありません。

（５）分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債の取扱い

　分割会社における該当事項はありません。

（６）承継会社が承継する権利及び義務

　ウェルライフ株式会社の「デイサービス事業」に係る本会社分割の効力発生日における一切の権利義

務を承継いたします。

（７）債務履行の見込み

　本件分割後において、分割会社及び承継会社のそれぞれが負担すべき債務については、その履行の確実

性に問題はないものと判断しております。

　

３．分割当事者の概要

（１）商号
ウェルライフ株式会社
（分割会社）

株式会社サロンデイ
（承継会社）

（２）事業内容
有料老人ホームの経営
デイサービス施設の経営

デイサービス施設の経営

（３）設立年月日 昭和62年2月2日 平成22年6月8日

（４）本店所在地 東京都足立区佐野2－16－1
神奈川県横浜市青葉区荏田西
1-9-15

（５）代表者
代表取締役社長
　　　　　　　北村 晴彦

代表取締役社長
　　　　　　　三枝 孝彰

（６）資本金の額 338百万円 35百万円

（７）発行済株式数 320株 1,400株

（８）純資産 1,119百万円 70百万円

（９）総資産 2,151百万円 70百万円

（10）負債 1,032百万円 ―

（11）決算日 3月31日 5月31日

（12）従業員数 11名 0名

（13）主要取引先 一般個人 一般個人

（14）大株主及び持株比率
株式会社クリエイトＳＤ
ホールディングス　 100％

株式会社クリエイトＳＤ
ホールディングス 　100％

　

（15）当事会社の関係 資本関係　 当事会社間での該当事項はありません。

　 人的関係　
分割会社の代表取締役1名及び取締役1名が承継
会社の取締役を、分割会社の取締役1名が承継会
社の代表取締役を兼務しています。

　 取引関係　 当事会社間での該当事項はありません。

　
関連当事者への該当
状況　

両社は当社の完全支配下にあり、兄弟会社等に該
当いたします。

（16）最近３決算期間の業績

分割会社

　 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期
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売上高 749百万円 740百万円 734百万円

経常利益 219百万円 222百万円 187百万円

承継会社は平成22年６月８日設立のため、開示すべき決算がありません。

　

４．分割する事業部門の内容

（１）デイサービス事業の内容

    分割会社は、機能訓練型のデイサービス施設２ヶ所を東京都八王子市で運営しています。

（２）デイサービス事業の経営成績

　 平成22年３月期

売上高 31百万円

（３）承継させる資産、負債の項目及び金額（平成22年３月31日現在）

資産 負債

項目 帳簿価格 項目 帳簿価格

流動資産 6百万円 流動負債 1百万円

固定資産 9百万円 固定負債 ―

合　計 15百万円 合　計 1百万円

　 上記は平成22年３月31日現在の貸借対照表に基づいて算出したものであり、実際に分割する資産

・負債の金額とは異なります。

　

５．分割後の当事会社の状況（平成22年８月１日）

（１）商号
ウェルライフ株式会社
（分割会社）

株式会社サロンデイ
（承継会社）

（２）事業内容 有料老人ホームの経営 デイサービス施設の経営

（３）本店所在地 東京都足立区佐野2－16－1
神奈川県横浜市青葉区荏田西
1-9-15

（４）代表者
代表取締役社長
　　　　　　　北村 晴彦

代表取締役社長
　　　　　　　三枝 孝彰

（５）資本金の額 338百万円 35百万円

（６）決算日 3月31日 5月31日

（７）従業員数 11名 ８名

　

６．会計処理の概要

　本件分割は、企業結合会計上の分類において共通支配化の取引等に該当するため、損益への影響はあり

ません。なお、本件分割によるのれんの発生はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 250 ─ ─ ―

１年以内に返済予定の長期借入金 96 98 2.46 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ─ ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

441 366 1.96
　平成23年12月～
平成31年７月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

─ ─ ─ ─

その他有利子負債 ─ ─ ─ ─

合計 788 465 ― ―

(注) １　平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 73 40 40 40

　

(2) 【その他】

　当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　 　
第１四半期

(自 平成21年６月１日

　至 平成21年８月31日)

第２四半期

(自 平成21年９月１日

　至 平成21年11月30日)

第３四半期

(自 平成21年12月１日

　至 平成22年２月28日)

第４四半期

(自 平成22年３月１日

　至 平成22年５月31日)

売上高　　　　 (百万円) 37,424 37,595 35,881 38,179

税金等調整前
四半期純利益

(百万円) 2,352 1,863 1,798 1,390

四半期純利益 (百万円) 670 1,122 1,045 847

１株当たり
四半期純利益

(円) 30.12 50.39 46.93 38.05
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年５月31日)

当事業年度
(平成22年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 176 633

営業未収入金 69 73

前払費用 0 0

繰延税金資産 6 46

その他 4 4

流動資産合計 256 758

固定資産

投資その他の資産

関係会社株式 25,710 25,710

投資その他の資産合計 25,710 25,710

固定資産合計 25,710 25,710

資産合計 25,967 26,469

負債の部

流動負債

短期借入金 ※1
 750 －

未払金 5 10

未払費用 2 2

未払法人税等 52 307

預り金 6 9

賞与引当金 0 0

役員賞与引当金 25 63

流動負債合計 842 393

負債合計 842 393

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

資本剰余金

資本準備金 8,595 8,595

その他資本剰余金 15,000 14,109

資本剰余金合計 23,595 22,704

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 529 2,370

利益剰余金合計 529 2,370

株主資本合計 25,125 26,075

純資産合計 25,125 26,075

負債純資産合計 25,967 26,469
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

当事業年度
(自 平成21年６月１日
　至 平成22年５月31日)

営業収益 ※1
 183

※1
 2,964

営業費用 ※2
 114

※2
 406

営業利益 68 2,558

営業外収益

受取利息 0 0

消費税等免税益 8 34

その他 0 －

営業外収益合計 8 34

営業外費用

支払利息 ※1
 1

※1
 1

株式交付費 7 －

営業外費用合計 8 1

経常利益 68 2,591

税引前当期純利益 68 2,591

法人税、住民税及び事業税 45 790

法人税等調整額 △5 △39

法人税等合計 39 750

当期純利益 28 1,841
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

当事業年度
(自 平成21年６月１日
　至 平成22年５月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3 1,000

当期変動額

株式交換による増加 997 －

当期変動額合計 997 －

当期末残高 1,000 1,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 － 8,595

当期変動額

株式交換による増加 23,595 －

資本準備金の取崩 △15,000 －

当期変動額合計 8,595 －

当期末残高 8,595 8,595

その他資本剰余金

前期末残高 － 15,000

当期変動額

資本準備金の取崩 15,000 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △890

当期変動額合計 15,000 △890

当期末残高 15,000 14,109

資本剰余金合計

前期末残高 － 23,595

当期変動額

株式交換による増加 23,595 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △890

当期変動額合計 23,595 △890

当期末残高 23,595 22,704

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 501 529

当期変動額

当期純利益 28 1,841

当期変動額合計 28 1,841

当期末残高 529 2,370

利益剰余金合計

前期末残高 501 529
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

当事業年度
(自 平成21年６月１日
　至 平成22年５月31日)

当期変動額

当期純利益 28 1,841

当期変動額合計 28 1,841

当期末残高 529 2,370

株主資本合計

前期末残高 504 25,125

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △890

当期純利益 28 1,841

株式交換による増加 24,592 －

当期変動額合計 24,621 950

当期末残高 25,125 26,075

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,540 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△4,540 －

当期変動額合計 △4,540 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 4,540 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△4,540 －

当期変動額合計 △4,540 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 5,044 25,125

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △890

当期純利益 28 1,841

株式交換による増加 24,592 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,540 －

当期変動額合計 20,080 950

当期末残高 25,125 26,075

EDINET提出書類

株式会社クリエイトＳＤホールディングス(E21606)

有価証券報告書

 73/117



【継続企業の前提に関する事項】

前事業年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)及び当事業年度(自　平成21年６月１日　至　平

成22年５月31日)

該当事項はありません。

　

【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

（2）その他有価証券

　　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法 (評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

(1) 子会社及び関連会社株式

　同左

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　─────

２　繰延資産の処理方法

 
(1) 株式交付費

　支給時に全額費用として処理してお

ります。

(1) 株式交付費　

　─────

３　引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額の当事業年度負担額を計上し

ております。

(2) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるた

め、当事業年度における支給見込額の

当期負担額を計上しております。

(1) 賞与引当金

　同左

　

　

(2) 役員賞与引当金

　同左

 

４　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

（会計方針の変更）

　従来、消費税等の会計処理は税込方式

によっておりましたが、当事業年度よ

り税抜方式に変更しております。この

変更は、当事業年度より課税取引の増

加が見込まれることから、消費税をよ

り適正に損益計算に反映させるために

行うものであります。

　なお、この変更により従来と同一の方

法によった場合に比べ、営業収益が9百

万円、営業費用が0百万円、営業利益が8

百万円減少しており、経常利益及び税

引前当期純利益に与える影響は軽微で

あります。

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

【表示方法の変更】

前事業年度（自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日）

当社は、平成20年７月23日付で不動産事業を新設分割により設立した新会社（㈱メディカルプランニン

グ）へ承継させた後、平成21年３月１日付で株式交換により㈱クリエイトエス・ディーの持株会社へと移

行いたしました。

これにより事業構造が著しく変化したため、従来は売上高及び売上原価並びに販売費及び一般管理費と

して表示しておりましたが、当事業年度より子会社からの経営指導料等を営業収益に計上し、一般管理費等

を営業費用に計上しております。

　

当事業年度（自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日）
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該当事項はありません。　

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成21年５月31日)

当事業年度
(平成22年５月31日)

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のもがあります。

流動負債 　

短期借入金 750百万円

※１　

─────

　
　

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

営業収益 183百万円

支払利息 1百万円

　 　

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

営業収益 2,964百万円

支払利息 1百万円

　 　

※２　営業費用の主要項目

役員報酬 61百万円

賞与引当金繰入額 0百万円

役員賞与引当金繰入額 25百万円

租税公課 7百万円

支払報酬 6百万円

※２　営業費用の主要項目

役員報酬 245百万円

賞与引当金繰入額 0百万円

役員賞与引当金繰入額 63百万円

支払報酬 27百万円

　 　

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

(注）当事業年度の「株主資本等変動計算書関係」（自己株式に関する事項を除く）につきましては、連結

財務諸表の注記事項として記載しております。

　

当事業年度(自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

前事業年度(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)及び当事業年度(自　平成21年６月１日　至　平成

22年５月31日)

当社は、リース取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成21年５月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

当事業年度(平成22年５月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式25,710百万円）は、市場価格がなく、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

(税効果会計関係)

前事業年度
(平成21年５月31日)

当事業年度
(平成22年５月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

　繰延税金資産

未払事業税 5

その他 0

繰延税金資産計 6
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

　繰延税金資産

未払事業税 44

その他 1

繰延税金資産計 46
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.6

(調整) 　

受取配当金の益金不算入 ─

役員賞与 15.1

住民税均等割 0.9

交際費の損金不算入 0.4

その他 1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 58.1
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.6

(調整) 　

受取配当金の益金不算入 △17.4

控除対象外源泉所得税 4.8

役員賞与引当金 1.0

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.9
 

　

(企業結合等関係)

前事業年度
(平成21年５月31日)

当事業年度
(平成22年５月31日)

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）におけ

る記載内容と同一であるため、記載しておりません。

──────
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

１株当たり純資産額 1,128円05銭
　

１株当たり純資産額 1,170円71銭
　

１株当たり当期純利益 2円13銭
　

１株当たり当期純利益 82円67銭
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

　
前事業年度

(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

当期純利益(百万円) 28 1,841

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益(百万円) 28 1,841

期中平均株式数(株) 13,431,573 22,273,114

　
(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

───── （子会社の設立について）

  平成22年５月24日開催の当社取締役会決議に基づき、
平成22年６月８日付でデイサービス事業を営む100％子
会社株式会社サロンデイを設立いたしました。
 本店所在地　　 神奈川県横浜市青葉区荏田西1-９-15
 代表者　　　　 代表取締役社長　三枝　孝彰
 資本金の額　　 35百万円
 事業年度の末日 ５月31日
 

（連結子会社間の吸収分割について）

　平成22年６月16日開催のウェルライフ株式会社の取締
役会及び平成22年６月21開催の株式会社サロンデイの
取締役会において、平成22年８月１日をもって、ウェル
ライフ株式会社が営むデイサービス事業を吸収分割の
手法により株式会社サロンデイに承継させることを内
容とする吸収分割契約を締結することを決議いたしま
した。

　  
　詳細については連結財務諸表（重要な後発事象）に記
載しております。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

該当事項はありません。

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

賞与引当金 0 0 0 ─ 0

役員賞与引当金 25 63 25 ─ 63
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

預金の種類 　

　当座預金 5

　普通預金 627

合計 633

　

②　営業未収入金

相手先 金額(百万円)

(株)クリエイトエス・ディー 73

ウェルライフ(株) 0

合計 73

　
営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

69 782 778 73 91.4 33.4

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

③　関係会社株式

銘柄 金額(百万円)

(子会社株式) 　

㈱クリエイトエス・ディー 24,960

ウェルライフ㈱ 750

合計 25,710
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(3) 【その他】

ア．株式交換により当社の完全子会社となった株式会社クリエイトエス・ディーの最近２事業年度に

係る財務諸表は、以下のとおりであります。

　

（株式会社クリエイトエス・ディー）

（１）財務諸表

①貸借対照表

　 　
前事業年度

（平成21年５月31日）
当事業年度

（平成22年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
(％)

金額（百万円）
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

  １．現金及び預金 　 　 6,234　 　 5,991　

  ２．売掛金 　 　 1,900　 　 2,328　

  ３．有価証券 　 　 5,500　 　 5,500　

  ４．商品 　 　 12,833　 　 14,840　

  ５．貯蔵品 　 　 117　 　 156　

  ６．前払費用 　 　 795　 　 821　

  ７．繰延税金資産 　 　 763　 　 788　

  ８．未収入金 　 　 1,571　 　 1,624　

  ９．短期貸付金 ※１ 　 750　 　 ― 　

  10．その他 　 　 11　 　 16　

    流動資産合計 　 　 30,47758.9　 32,06759.5

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  １．有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  （1）建物 　 7,343　 　 8,102　 　

      減価償却累計額 　 2,735 4,608　 3,268 4,834　

  （2）構築物 　 1,118　 　 1,281　 　

      減価償却累計額 　 630 488　 752 528　

  （3）車両運搬具 　 3　 　 3　 　

      減価償却累計額 　 3 0　 3 0　

  （4）工具器具備品 　 5,308　 　 6,386　 　

      減価償却累計額 　 3,054 2,254　 4,179 2,207　

  （5）土地 　 　 1,768　 　 1,768　

    有形固定資産合計 　 　 9,12017.6　 9,33917.3

  ２. 無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  （1）のれん 　 　 84　 　 36　

  （2）借地権 　 　 27　 　 27　

  （3）ソフトウェア 　 　 203　 　 204　

  （4）電話加入権 　 　 28　 　 29　

    無形固定資産合計 　 　 345 0.7　 298 0.6
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前事業年度
（平成21年５月31日）

当事業年度
（平成22年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
(％)

金額（百万円）
構成比
(％)

  ３．投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

  （1）投資有価証券 　 　 44　 　 43　

　（2）関係会社株式 　 　 70　 　 70　

  （3）出資金 　 　 0　 　 0　

  （4）長期貸付金 　 　 5,135　 　 5,470　

  （5）長期前払費用 　 　 1,107　 　 1,175　

  （6）繰延税金資産 　 　 531　 　 623　

  （7）建設協力金 　 　 453　 　 347　

  （8）敷金及び保証金 　 　 4,004　 　 4,183　

   （9）出店仮勘定 　 　 430　 　 301　

  （10）その他 　 　 64　 　 29　

      貸倒引当金 　 　 △63　 　 △62　

    投資その他の資産合計 　 　 11,77922.8　 12,18322.6

    固定資産合計 　 　 21,24541.1　 21,82040.5

    資産合計 　 　 51,722100.0　 53,888100.0

　 　 　 　 　 　 　 　

（負債の部） 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

  １．買掛金 　 　 18,514　 　 19,489　

  ２．一年内返済予定長期借
      入金

　 　 54　 　 58　

  ３．未払金 　 　 1,267　 　 1,215　

  ４．未払費用 　 　 1,527　 　 1,639　

  ５．未払法人税等 　 　 1,823　 　 1,380　

  ６．未払消費税等 　 　 206　 　 90　

  ７．預り金 　 　 156　 　 101　

  ８．賞与引当金 　 　 100　 　 109　

  ９．役員賞与引当金 　 　 76　 　 ― 　

  10．ポイントカード引当金 　 　 500　 　 600　

  11．閉鎖店舗損失引当金 　 　 148　 　 89　

  12．その他 　 　 9　 　 6　

    流動負債合計 　 　 24,38447.1　 24,78246.0
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前事業年度
（平成21年５月31日）

当事業年度
（平成22年５月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
(％)

金額（百万円）
構成比
(％)

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

  １．長期借入金 　 　 91　 　 33　

  ２．退職給付引当金 　 　 702　 　 829　

  ３．預り保証金 　 　 82　 　 112　

  ４．その他 　 　 313　 　 321　

    固定負債合計 　 　 1,1912.3　 1,2962.4

    負債合計 　 　 25,57649.4　 26,07848.4

（純資産の部） 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　

  １．資本金 　 　 1,3052.5　 1,3052.4

  ２．資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　

  （1）資本準備金 　 1,519　 　 1,519　 　

    資本剰余金合計 　 　 1,5193.0　 1,5192.8

  ３．利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

  （1）利益準備金 　 13　 　 13　 　

  （2）その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

         別途積立金 　 17,500　 　 17,500　 　

         繰越利益剰余金 　 5,808　 　 7,471　 　

     利益剰余金合計 　 　 23,32245.1　 24,98546.4

  ４. 自己株式 　 　 ─ ─ 　 ― ―

 　 株主資本合計 　 　 26,14750.6　 27,81051.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　

  １．その他有価証券評価差額
金

　 　 △1 △0.0　 △0 △0.0

  　評価・換算差額等合計 　 　 △1 △0.0　 △0 △0.0

  　純資産合計 　 　 26,14650.6　 27,80951.6

  　負債純資産合計 　 　 51,722100.0　 53,888100.0
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②損益計算書

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
(％)

金額（百万円）
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 139,932100.0　 148,346100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　

  １．商品期首たな卸高 　 11,784　 　 12,833　 　

  ２．当期商品仕入高 　 104,024　 　 111,931　 　

      合計 　 115,808　 　 124,764　 　

  ３．他勘定振替高 ※１ 313　 　 49　 　

  ４．商品期末たな卸高 ※２ 12,833102,66273.4 14,840109,87474.1

      売上総利益 　 　 37,26926.6　 38,47225.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　

  １．広告宣伝費 　 2,184　 　 2,324　 　

  ２．ポイントカード引当金
      繰入額

　 500　 　 600　 　

  ３．役員報酬 　 182　 　 ― 　 　

  ４．給与手当 　 10,318　 　 11,516　 　

  ５．賞与 　 1,201　 　 1,387　 　

  ６．賞与引当金繰入額 　 100　 　 109　 　

  ７．役員賞与引当金繰入額 　 76　 　 ― 　 　

  ８．退職給付費用 　 140　 　 165　 　

  ９．法定福利費 　 902　 　 1,040　 　

  10．水道光熱費 　 1,222　 　 1,100　 　

  11．減価償却費 　 1,862　 　 2,061　 　

  12．消耗品費 　 575　 　 469　 　

  13．地代家賃 　 5,834　 　 6,335　 　

  14．その他 　 4,063 29,16720.8 4,611 31,72221.4

      営業利益 　 　 8,1025.8　 6,7494.5

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

  １．受取利息 　 95　 　 102　 　

  ２．有価証券利息 　 30　 　 7　 　

  ３．受取配当金 　 1　 　 1　 　

  ４．広告媒体等設置収入 　 21　 　 15　 　

  ５．什器受贈益 　 39　 　 39　 　

  ６．その他 　 43 231 0.1 60 226 0.2
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前事業年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
(％)

金額（百万円）
百分比
(％)

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

  １．支払利息 　 5　 　 3　 　

  ２．貸倒引当金繰入額 　 9　 　 ― 　 　

  ３．投資事業組合損失 　 ― 　 　 1　 　

  ４．その他 　 2 17 0.0 0 5 0.0

      経常利益 　 　 8,3165.9　 6,9704.7

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　

  １．投資有価証券売却益 　 0　 　 ─ 　 　

  ２．貸倒引当金戻入額 　 ─ 　 　 1　 　

  ３．その他 　 ─ 0 0.0 0 1 0.0

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　

  １．たな卸資産評価損 　 270　 　 ― 　 　

  ２．固定資産除却損 ※３ 0　 　 0　 　

  ３．減損損失 ※４ 19　 　 119　 　

  ４．閉鎖店舗損失引当金繰
      入額

　 148　 　 74　 　

  ５．その他 　 1 440 0.3 11 206 0.1

      税引前当期純利益 　 　 7,8765.6　 6,7654.6

      法人税、住民税及び事
      業税

　 3,600　 　 3,000　 　

      法人税等調整額 　 △195 3,4042.4 △117 2,8822.0

      当期純利益 　 　 4,4723.2　 3,8822.6
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③株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

　
前事業年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

株主資本 　 　

　資本金 　 　

　　前期末残高 1,305 1,305

　　当期末残高 1,305 1,305

　資本剰余金 　 　

　　資本準備金 　 　

　　　前期末残高 1,519 1,519

　　　当期末残高 1,519 1,519

　　資本剰余金合計 　 　

　　　前期末残高 1,519 1,519

　　　当期末残高 1,519 1,519

　利益剰余金 　 　

　　利益準備金 　 　

　　　前期末残高 13 13

　　　当期末残高 13 13

　　その他利益剰余金 　 　

　　　別途積立金 　 　

　　　　前期末残高 14,500 17,500

　　　　当期変動額 　 　

　　　　　別途積立金の積立 3,000 ―

　　　　　当期変動額合計 3,000 ―

　　　　当期末残高 17,500 17,500

　　　繰越利益剰余金 　 　

　　　　前期末残高 5,047 5,808

　　　　当期変動額 　 　

　　　　　剰余金の配当 △710 △2,219

　　　　　当期純利益 4,472 3,882

　　　　　自己株式の消却 △0 ―

　　　　　別途積立金の積立 △3,000 ―

　　　　　当期変動額合計 761 1,662

　　　　当期末残高 5,808 7,471

　　利益剰余金合計 　 　

　　　前期末残高 19,560 23,322

　　　当期変動額 　 　

　　　　剰余金の配当 △710 △2,219

　　　　当期純利益 4,472 3,882

　　　　自己株式の消却 △0 ―

　　　　当期変動額合計 3,761 1,662

　　　当期末残高 23,322 24,985

　自己株式 　 　

　　前期末残高 △0 　―

　　当期変動額 　 　

　　　自己株式の取得 △0 ―

　　　自己株式の消却 0 ―

　　　当期変動額合計 0 ―

　　当期末残高 ─ ―
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(単位：百万円)

　
前事業年度

(自　平成20年６月１日  
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日  
至　平成22年５月31日)

　株主資本合計 　 　

　　前期末残高 22,386 26,147

　　当期変動額 　 　

　　　剰余金の配当 △710 △2,219

　　　当期純利益 4,472 3,882

　　　自己株式の取得 △0 ―

　　　当期変動額合計 3,761 1,662

　　当期末残高 26,147 27,810

評価・換算差額等 　 　

　その他有価証券評価差額金 　 　

　　前期末残高 4 △1

　　当期変動額 　 　

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 0

　　　当期変動額合計 △6 0

　　当期末残高 △1 △0

　評価・換算差額合計 　 　

　　前期末残高 4 △1

　　当期変動額 　 　

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 0

　　　当期変動額合計 △6 0

　　当期末残高 △1 △0

純資産合計 　 　

　前期末残高 22,390 26,146

　当期変動額 　 　

　　剰余金の配当 △710 △2,219

　　当期純利益 4,472 3,882

　　自己株式の取得 △0 ―

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 0

　　当期変動額合計 3,755 1,663

　当期末残高 26,146 27,809
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④キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

  １．税引前当期純利益 　 7,876 6,765

  ２．減価償却費 　 1,862 2,061

  ３．貸倒引当金の増加・減少（△）額 　 9 △1

  ４. 賞与引当金の増加・減少（△）額 　 21 9

  ５．役員賞与引当金の増加・減少（△）額 　 △25 △76

  ６．ポイントカード引当金の増加・減少
      (△) 額

　 120 100

  ７．閉鎖店舗損失引当金の増加・減少
     （△）額

　 148 59

  ８．退職給付引当金の増加・減少（△）額 　 118 127

  ９．受取利息及び受取配当金 　 △127 △112

  10．支払利息 　 5 3

  11. 減損損失 　 19 119

  12．売上債権の減少・増加（△）額 　 △559 △427

  13．たな卸資産の減少・増加（△）額 　 △1,064 △2,034

  14．未収入金の減少・増加（△）額 　 △444 △52

  15．仕入債務の増加・減少（△）額 　 1,652 975

  16．未払金の増加・減少（△）額 　 51 76

  17．未払費用の増加・減少（△）額 　 159 111

  18．未払消費税等の増加・減少（△）額 　 55 △116

  19．その他 　 △48 △44

          小計 　 9,832 7,544

  20．利息及び配当金の受取額 　 40 14

  21．利息の支払額 　 △5 △3

  22．法人税等の支払額 　 △3,909 △3,467

    営業活動によるキャッシュ・フロー 　 5,959 4,088
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前事業年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

  １．有形固定資産の取得による支出 　 △2,808 △2,046

  ２．無形固定資産の取得による支出 　 △69 △128

  ３．投資有価証券の売却による収入 　 1 0

  ４．貸付けによる支出 　 △1,567 △667

  ５．貸付金の回収による収入 　 447 1,246

  ６．長期前払費用の増加による支出 　 △247 △168

  ７．建設協力金の回収による収入 　 128 116

  ８．敷金保証金の差入による支出 　 △98 △159

  ９．敷金保証金の回収による収入 　 0 90

  10．出店仮勘定の増加による支出 　 △512 △362

  11．事業の譲受けによる支出 ※2 ― △32

  12．その他 　 7 55

    投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △4,719 △2,057

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

  １．長期借入金の返済による支出 　 △51 △54

  ２．配当金の支払額 　 △710 △2,219

  ３．自己株式の取得による支出 　 △0 ―

    財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △761 △2,273

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 　 478 △243

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 11,255 11,734

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※1 11,734 11,491

　 　 　 　

　

前へ　　　次へ
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(継続企業の前提に関する事項）

前事業年度（自平成20年６月１日　至平成21年５月31日）及び当事業年度（自平成21年６月１日　至平成22

年５月31日）

該当事項はありません。

　

重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　　時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法 (評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

　 　　時価のないもの

  投資事業有限責任組合出資金につ

いては、当該投資事業有限責任組合

の直近の決算書の当社持分割合で評

価、その他については移動平均法に

よる原価法

　　時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

　　売価還元法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法）

(2) 貯蔵品

　　最終仕入原価法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法）

(1) 商品

　　売価還元法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法）

(2) 貯蔵品

　　最終仕入原価法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法）

　 （会計方針の変更）

　　当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日公表分）を

適用しております。

　この変更により、従来の方法によっ

た場合に比べ、売上総利益、営業利益

及び経常利益が160百万円減少し、税

引前当期純利益が431百万円減少し

ております。

 

　
　

　

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

   定率法

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）に

ついては定額法

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

    建　物　　　　８年～50年

    構築物　　　　10年～50年

    工具器具備品　３年～20年

(1）有形固定資産

同左
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項目

前事業年度

(自　平成20年６月１日

  至　平成21年５月31日)

当事業年度

(自　平成21年６月１日

　至　平成22年５月31日)

　 (2）無形固定資産

   定額法

  ソフトウェア（自社利用）につい

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

  のれんについては、５年間の定額

法。

(2）無形固定資産

同左

　 (3）長期前払費用

   定額法

(3）長期前払費用

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1）貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額の当期負担額を計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額の当期負担額を計

上しております。

(3) 役員賞与引当金

同左

　 (4) ポイントカード引当金

　販売促進を目的とするポイント

カード制度により付与したポイント

の使用に備えるため、未使用のポイ

ント残高に対して、過去の使用実績

率に基づき将来使用されると見込ま

れる額を計上しております。

(4) ポイントカード引当金

同左

　 (5) 閉鎖店舗損失引当金

  店舗閉鎖に伴う損失に備えるため

資産内容等を勘案して、損失見込額

を計上しております。

(5) 閉鎖店舗損失引当金

同左

　 (6) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務に基づき

計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生時から費用

処理することとしております。

　数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとして

おります。

　また、執行役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

(6) 退職給付引当金

同左
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項目

前事業年度

(自　平成20年６月１日

　至　平成21年５月31日)

当事業年度

(自　平成21年６月１日

　至　平成22年５月31日)

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

   税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

　
前事業年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

(リース取引に関する会計基準)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関す

る会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日

(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公

認会計士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30日改

正))を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年５月31日以前のもの

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　（退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適

用）

　当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部

改正（その３）（企業会計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用しております。

　数理計算上の差異を翌事業年度から償却するため、こ

れによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与

える影響はありません。

　また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務

の差額の未処理残高は42百万円であります。

　
表示方法の変更

　

前事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

 
────

 

(損益計算書)

１.前事業年度まで区分掲記しておりました「投資有

価証券売却益」（当事業年度は0百万円）は、特別利益の

総額の100分の10以下となったため、特別利益の「その

他」に含めて表示することにいたしました。

　２.前事業年度まで営業外費用のその他に含まれており

ました「投資事業組合損失」（前事業年度は1百万円）

は、営業外費用の100分の10を超過したため、区分掲記す

ることにいたしました。

　

追加情報

　

前事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

 
────

 

 
────
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注記事項

(貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年５月31日）

当事業年度
（平成22年５月31日）

※１．関係会社項目

  関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

 
短期貸付金　　　750百万円

※１．

────

 
 

　

(損益計算書関係）

前事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

※１．他勘定振替高は販売費及び一般管理費及び特別損

失（たな卸資産評価損）への振替であります。

※１．他勘定振替高は販売費及び一般管理費への振替で

あります。

※２．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ

後の金額であり、次のたな卸資産評価額が売上原価

に含まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 160百万円

※２．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ

後の金額であり、次のたな卸資産評価額が売上原価

に含まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 381百万円

※３．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

  工具器具備品 0百万円

       計 0百万円

※３．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

  工具器具備品 0百万円

       計 0百万円

※４．減損損失

  当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

静岡県 店舗用資産 建物等 1

神奈川県 店舗用資産 建物等 7

千葉県 店舗用資産 建物等 10

合計 19

  当社は、キャッシュフローを生み出す最小単位とし

て店舗用資産については店舗を基本単位として、また

賃貸用資産については物件を基本単位としてグルーピ

ングしております。

  店舗用資産については、営業活動から生じる損益が

継続してマイナスであり、将来のキャッシュフローも

マイナスが見込まれるため、帳簿価額の全額を減損損

失として特別損失に計上いたしました。

  上記の主な資産に係る内訳は以下のとおりです。

勘定科目 金額（百万円）

建物 4

構築物 0

工具器具備品 9

リース資産 5

合計 19

※４．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

千葉県 店舗用資産 建物等 46

群馬県 店舗用資産 建物等 37

茨城県 店舗用資産 建物等 26

神奈川県 店舗用資産 建物等 9

合計 119

　当社は、キャッシュフローを生み出す最小単位として

店舗用資産については店舗を基本単位として、また賃

貸用資産については物件を基本単位としてグルーピン

グしております。

　店舗用資産については、営業活動から生じる損益が継

続してマイナスであり、将来のキャッシュフローもマ

イナスが見込まれるため、帳簿価額の全額を減損損失

として特別損失に計上いたしました。

　上記の主な資産に係る内訳は以下のとおりです。

勘定科目 金額（百万円）

建物 77

構築物 8

工具器具備品 20

長期前払費用 1

リース資産 11

合計 119
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(株主資本等変動計算書関係）

前事業年度(自　平成20年６月１日　至　平成21年５月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 22,194,228株 ─ 184株 22,194,044株

合計 22,194,228株 ─ 184株 22,194,044株

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 124株 60株 184株 ─

合計 124株 60株 184株 ─

　（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　２．普通株式の発行済株式数及び自己株式の株式数の減少は、自己株式の消却による減少で

　　　　あります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1）配当金の支払

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年８月22日
定時株主総会

普通株式 710百万円 32円平成20年５月31日 平成20年８月25日

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　次のとおり、決議しております。

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成21年８月17日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,219百万円 100円平成21年５月31日 平成21年８月18日
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当事業年度(自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 22,194,044株 ― ― 22,194,044株

合計 22,194,044株 ― ― 22,194,044株

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 ─ ― ― ―

合計 ─ 　― ― ─

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

(1）配当金の支払

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成21年８月17日
定時株主総会

普通株式 2,219百万円 100円平成21年５月31日 平成21年８月18日

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　次のとおり、決議しております。

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成22年８月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,219百万円 100円平成22年５月31日 平成22年８月23日

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年５月31日現在）

　現金及び預金勘定 6,234百万円

　有価証券勘定 5,500百万円

　現金及び現金同等物 11,734百万円

 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成22年５月31日現在）

　現金及び預金勘定 5,991百万円

　有価証券勘定 5,500百万円

　現金及び現金同等物 11,491百万円

※２．㈱ナカイチ・メディカルからの事業の譲受により

増加した資産の主な内訳

　　　　商品　　　　　 　　　 11百万円

        工具器具備品 　　　　  0百万円

        電話加入権 　　　　　  0百万円

        その他　　　　　　　　 1百万円

        のれん 　　　　　 　　20百万円

        資産合計　　　　　 　 32百万円
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(リース取引関係）

前事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年５月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっており、その内容は次のとおりであります。

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年５月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっており、その内容は次のとおりであります。

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額

相当額

（百万円）

減価償却

累計額相

当額

（百万円）

減損損失

累計額相

当額

（百万円）

期末残高

相当額

（百万円）

建物及び

構築物
612 290 ─ 321

有形固定

資産その

他

701 478 6 216

無形固定

資産その

他

239 175 ─ 64

合計 1,553 944 6 602

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額

相当額

（百万円）

減価償却

累計額相

当額

（百万円）

減損損失

累計額相

当額

（百万円）

期末残高

相当額

（百万円）

建物及び

構築物
612 326 ― 285

有形固定

資産その

他

396 297 13 85

無形固定

資産その

他

147 122 ― 25

合計 1,156 746 13 396

（2）未経過リース料期末残高相当額等

  未経過リース料期末残高相当額

    １年内 212百万円

    １年超 460百万円

      合計 672百万円

　 　

リース資産減損勘定の残高 6百万円

（2）未経過リース料期末残高相当額等

  未経過リース料期末残高相当額

    １年内 116百万円

    １年超 349百万円

      合計 465百万円

　 　

リース資産減損勘定の残高 13百万円

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

    支払リース料 301百万円

    リース資産減損勘定の取崩額 0百万円

    減価償却費相当額 266百万円

    支払利息相当額 35百万円

    減損損失 5百万円

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

    支払リース料 244百万円

    リース資産減損勘定の取崩額 4百万円

    減価償却費相当額 211百万円

    支払利息相当額 28百万円

    減損損失 11百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

（5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

    １年内 189百万円

    １年超 942百万円

      合計 1,132百万円

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

    １年内 260百万円

    １年超 1,186百万円

      合計 1,447百万円
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(金融商品関係）

　当事業年度（自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日）

　
（追加情報）

当事業年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用して

おります。

　

（1）金融商品の状況に関する事項

イ．金融商品に対する取組方針

当社は、各事業の事業資金については、資金計画に照らして必要な額を事業会社　　　　　 毎に銀行借入

により調達しております。資金運用について当社は、余剰資金は、安全性の高い、預金等で運用する方針

であり、投機的な取引は行わない方針であります。

ロ．金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　有価証券は銀行に対する譲渡性預金であり、市場価格の変動リスクはありません。

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　長期貸付金、敷金及び保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。

買掛金は、流動性リスクに、借入金は資金調達に係るリスクに晒されております。

ハ．金融商品に係るリスク管理体制

売掛金、長期貸付金、敷金及び保証金につきましては、取引先ごとの期日及び残高管理をするととも

に主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制をとっております。

投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況を勘案し保有状況

を見直しております。

買掛金及び借入金につきましては、当社では月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理し

ております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項

当事業年度末（平成22年５月31日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは（注）2に記載のとお

りであり、次表には含めておりません。

（単位：百万円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 5,991 5,991 ─

（2）売掛金 2,328 2,328 ─

（3）有価証券 5,500 5,500 ─

（4）未収入金 1,624 1,624 ─

（5）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 19 19 ─

（6）長期貸付金 5,470　 　

　　 貸倒引当金 (62)　 　

　 5,407 5,549 141

（7）敷金及び保証金 408 326 △82

（8）買掛金 (19,489) (19,489) ─

（9）１年内返済予定長期借入金 (58) (58) ─

（10）未払金 (1,215) (1,215) ─

（11）未払法人税等 (1,380) (1,380) ─

（12）長期借入金 (33) (32) △0

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）1．金融商品の時価の算定方法

　　　　（1）現金及び預金、（2）売掛金並びに（3）有価証券（4）未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（5）投資有価証券

　　   投資有価証券の時価は、取引所の価格によっております。　

（6）長期貸付金

  長期貸付金の時価については、元金及び利息の受取見込額を国債の利回り等の適切な利率で

割引いて算定する方法によっております。　　　　　　　 　　　　
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（7）敷金及び保証金

その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割引いた、現在価値等　　　　　　　

により算定しております。

（8）買掛金並びに（9）1年内返済予定長期借入金（10）未払金（11）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳　　　　　　　 

簿価額によっております。

（12）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入をおこなった場合　　　　　　　

に想定される利率で割引いて算定する方法によっております。

（注）2．時価を把握することが極めて困難な金融商品

区分 貸借対照表計上額（百万円）

非上場関係会社株式　　　　　   ※1 70

非上場株式　　　        　 　　※2 20

投資事業有限責任組合出資金 　　※2 4

敷金及び保証金 　　        　　※3 3,774

※1 関係会社株式は非上場であるため市場価値がなく、時価把握をすることが極めて困難であると認

められるため、時価開示の対象としておりません。

※2 これらは市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であると認められるため「(5) 投資

有価証券」には含めておりません。

※3 敷金及び保証金のうち、実質的な預託期間を算定する事が困難なものについては、時価を把握す

ることが困難であると認められるため「(7) 敷金及び保証金」には含めておりません。

（注）3．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 5,991 ─ ─ ─

売掛金 2,328 ─ ─ ─

有価証券 5,500 ─ ─ ─

長期貸付金 401 1,667 1,748 1,653

敷金及び保証金 ─ 22 45 340

（注）4．長期借入金の決算日後の返済予定

附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。
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(有価証券関係）

前事業年度（平成21年５月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類 取得原価（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるも
の

(1)株式 5 8 2

(2)債券 　 　 　

  ① 国債・地方債等 ─ ─ ─

  ② 社債 ─ ─ ─

  ③ その他 ─ ─ ─

(3)その他 ─ ─ ─

小計 5 8 2

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの

(1)株式 16 10 △6

(2)債券 　 　 　

  ① 国債・地方債等 ─ ─ ─

  ② 社債 ─ ─ ─

  ③ その他 ─ ─ ─

(3)その他 ─ ─ ─

小計 16 10 △6

合計 22 18 △3

　
２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成20年６月１日　至平成21年５月31日)

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

1 0 ─

　
３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 貸借対照表計上額（百万円）

（1）子会社株式 70

（2）その他有価証券 　

　　　 譲渡性預金 5,500

　　　 非上場株式 20

　　　 その他 6

　

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１．債券 　 　 　 　

  (1)国債・地方債等 ─ ─ ─ ─

  (2)社債 ─ ─ ─ ─

  (3)その他 ─ ─ ─ ─

２．その他 　 　 　 　

  (1)譲渡性預金 5,500 ─ ─ ─

  (2)その他 ─ 6 ─ ─

合計 5,500 6 ─ ─
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当事業年度（平成22年５月31日現在）

１．その他有価証券

　 種類
貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるも
の

(1)株式 8 5 2

(2)債券 　 　 　

  ① 国債・地方債等 ─ ─ ─

  ② 社債 ─ ─ ─

  ③ その他 ─ ─ ─

(3)その他 ─ ─ ─

小計 8 5 2

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの

(1)株式 11 16 △5

(2)債券 　 　 　

  ① 国債・地方債等 ─ ─ ─

  ② 社債 ─ ─ ─

  ③ その他 ─ ─ ─

(3)その他 ─ ─ ─

小計 11 16 △5

合計 19 22 △3

　
２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成21年６月１日　至平成22年５月31日)

　 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1)株式 0 0 ─

(2)債券 　 　 　

  ① 国債・地方債等 ─ ─ ─

  ② 社債 ─ ─ ─

  ③ その他 ─ ─ ─

(3)その他 ─ ─ ─

合計 0 0 ─
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(デリバティブ取引関係）

前事業年度（自平成20年６月１日　至平成21年５月31日）及び当事業年度（自平成21年６月１日　至平成22

年５月31日）

当社は、デリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。

　

(退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用いたしております。

　

２．退職給付債務及びその内訳

　
前事業年度

（平成21年５月31日）
当事業年度

（平成22年５月31日）

(1)退職給付債務（百万円） △746 △877

(2)未積立退職給付債務（百万円） △746 △874

(3)未認識過去勤務債務（百万円） ─ ―

(4)未認識数理計算上の差異（百万円） 44 45

(5)退職給付引当金（百万円） △702 △829

　

３．退職給付費用の内訳

　
前事業年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

退職給付費用（百万円） 140 165

(1)勤務費用（百万円） 114 131

(2)利息費用（百万円） 15 14

(3)過去勤務債務の費用処理額（百万円） ─ ―

(4)数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 9 14

(5)臨時に支払った割増退職金（百万円） 0 5

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前事業年度

（平成21年５月31日）
当事業年度

（平成22年５月31日）

(1)割引率 2.0％ 1.59％

(2)退職給付見込額の期間配分方法     期間定額基準     期間定額基準

(3)過去勤務債務の処理年数     発生年度より５年     発生年度より５年

(4)数理計算上の差異の処理年数     発生年度の翌期より５年     発生年度の翌期より５年

　

(ストック・オプション等関係）

前事業年度（自平成20年６月１日　至平成21年５月31日）及び当事業年度（自平成21年６月１日　至平成22

年５月31日）

該当事項はありません。
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（関連当事者情報）

前事業年度（自平成20年６月１日　至平成21年５月31日）

（追加情報）

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）

及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月

17日）を適用しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

１．関連当事者との取引

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
(株)クリエイト
ＳＤホールディ
ングス

横浜市青
葉区

1,000持株会社
(被所有)
直 接
100％

役員の兼任
経営管理・
指導契約の
締結

資金の貸付
利息の受取
（注1）

750
1

短期貸付金
その他の流
動資産

750
1

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)　㈱クリエイトＳＤホールディングスに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に

　　　　決定しております。なお、担保の提供は受け入れておりません。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

(株)クリエイトＳＤホールディングス（東京証券取引所に上場）

　
(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

　

当事業年度（自平成21年６月１日　至平成22年５月31日）

１．関連当事者との取引

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
(株)クリエイト
ＳＤホールディ
ングス

横浜市青
葉区

1,000持株会社
(被所有)
直 接
100％

役員の兼任
経営管理・
指導契約の
締結

貸付金の回収
利息の受取
（注1）

750
1
 

― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)　㈱クリエイトＳＤホールディングスに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に

　　　　決定しております。なお、担保の提供は受け入れておりません。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

(株)クリエイトＳＤホールディングス（東京証券取引所に上場）

　
(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年５月31日）

当事業年度
（平成22年５月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産 　

  未払事業税 150

  未払賞与 250

  ポイントカード引当金 203

  退職給付引当金 285

  未払役員退職慰労金 124

  投資有価証券評価損 12

  その他 268

  繰延税金資産計 1,295

 

繰延税金負債 　

  その他有価証券評価差額金 ─

  繰延税金負債計 ─

  繰延税金資産（負債）の純額 1,295

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産 　

  未払事業税 108

  未払賞与 288

  ポイントカード引当金 243

  退職給付引当金 336

  未払役員退職慰労金 124

  投資有価証券評価損 12

  その他 296

  繰延税金資産計 1,412

 

繰延税金負債 　

  その他有価証券評価差額金 ―

  繰延税金負債計 ―

  繰延税金資産（負債）の純額 1,412

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）

  法定実効税率 40.6

（調整） 　

  住民税均等割 1.6

  交際費 0.0

  役員賞与引当金 0.4

  その他 0.6

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

43.2

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。

 
 

　

(持分法損益等）

前事業年度（自平成20年６月１日　至平成21年５月31日）及び当事業年度（自平成21年６月１日　至平成22

年５月31日）

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

当事業年度(自　平成21年６月１日　至　平成22年５月31日)

　
（追加情報）

当事業年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11

月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23

号 平成20年11月28日）を適用しています。

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

１株当たり純資産額 1,178円09銭
　

１株当たり純資産額 1,253円03銭
　

１株当たり当期純利益 201円50銭
　

１株当たり当期純利益 174円92銭
　

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

　
前事業年度

(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

当期純利益（百万円） 4,472 3,882

普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,472 3,882

期中平均株式数（株） 22,194,050 22,194,044

　
(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成20年６月１日
至　平成21年５月31日)

当事業年度
(自　平成21年６月１日
至　平成22年５月31日)

──── ────
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⑤  附属明細表

有価証券明細表

株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券
その他有
価証券

グレートアンドグランド㈱ 360 20

㈱アライドハーツ・ホールディングス 6,696 7

㈱横浜銀行 11,700 5

㈱カワチ薬品 1,800 3

大正製薬㈱ 1,100 1

㈱サンドラッグ 400 0

㈱ＣＦＳコーポレーション 1,000 0

㈱マツモトキヨシホールディングス 200 0

㈱ココカラファインホールディングス 121 0

計 23,377 39

　

その他

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他有
価証券

㈱横浜銀行譲渡性預金 ― 2,500

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱譲渡性預金 ― 3,000

小計 ― 5,500

投資有価証
券

その他有
価証券

ＶＣクラブＳＳＭ投資事業 20 4

小計 20 4

計 ― 5,504

　

EDINET提出書類

株式会社クリエイトＳＤホールディングス(E21606)

有価証券報告書

106/117



　

有形固定資産等明細表

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  建物 7,343 950
191
(77)

8,102 3,268 605 4,834

  構築物 1,118 175
13
(8)

1,281 752 126 528

  車両運搬具 3 ― ― 3 3 0 0

  工具器具備品 5,308 1,117
39
(20)

6,386 4,179 1,141 2,207

  土地 1,768 ― ― 1,768 ― ― 1,768

有形固定資産計 15,5442,243
244
(106)

17,5438,204 1,873 9,339

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  のれん 327 20 ― 347 310 68 36

  借地権 27 ― ― 27 ― ― 27

  ソフトウェア 304 67 8 363 158 66 204

  電話加入権 28 0 ― 29 ― ― 29

無形固定資産計 688 87 8 767 469 134 298

長期前払費用 1,248 197
76
(1)

1,369 193 53 1,175

(注) １．建物の当期増加額のうち主なものは、新設店舗等の建物取得494百万円並びに内装設備等取得423百万円であ

ります。

２．工具器具備品の増加額の主なものは、新設店舗の備品取得697百万円であります。

３．当期減少額欄の（ ）内は、内書きで減損損失による減少額であります。

　

社債明細表

該当事項はありません。
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借入金等明細表

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 54 58 2.85 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) 91 33 2.85平成23年12月

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。) ― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 146 91 ― ―

(注) １．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年間の１年毎の返済予定額は以下のとお

りであります。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 33 ─ ─ ─

　

引当金明細表

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 63 16 ― 17 62

賞与引当金 100 109 100 ― 109

役員賞与引当金 76 ― 76 ― ―

ポイントカード引当金 500 600 500 　― 600

閉鎖店舗損失引当金 148 89 133 15 89

(注) １．貸倒引当金の当期減少額(その他)は、貸倒損失見込額の減少等による目的外取崩額2百万円と一般債権の貸倒

実績率による洗替額15百万円であります。

　　 ２．閉鎖店舗損失引当金の当期減少額(その他)は閉鎖店舗損失見込額の減少等による目的外取崩であります。
　
前へ
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

当社の株式事務の概要は、以下のとおりです。

　

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日
11月30日
５月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故そ
の他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。なお、電子公告
は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。
http://www.createsdhd.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注) 　　当社の定款には、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定による

請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外

の権利を行使することができない旨の定めがあります。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

事業年度　第12期(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)平成21年８月24日関東財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第12期(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)平成21年８月24日関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

事業年度　第13期第１四半期(自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日)平成21年10月14日関東財務局

長に提出。

事業年度　第13期第２四半期(自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日)平成22年１月14日関東財務局

長に提出。

事業年度　第13期第３四半期(自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日)平成22年４月14日関東財務局

長に提出。

(4) 訂正有価証券報告書及びその添付書類、訂正有価証券報告書の確認書

事業年度　第12期(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)平成21年９月14日関東財務局長に提出。

(5) 臨時報告書

平成22年７月26日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動）の規定に基づく

臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成21年８月21日

株式会社クリエイトＳＤホールディングス

取締役会　御中

三優監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　林　　昌　　敏　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岩　　田　　亘　　人　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社クリエイトＳＤホールディングスの平成20年６月１日から平成21年５月31日までの

連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社クリエイトＳＤホールディングス及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社クリエイ

トＳＤホールディングスの平成21年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る

内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立

の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報

告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社クリエイトＳＤホールディングスが平成21年５月31日現在の財務報告に係る内部

統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報

告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成22年８月27日

株式会社クリエイトＳＤホールディングス

取締役会　御中

三優監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　林　　昌　　敏　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岩　　田　　亘　　人　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社クリエイトＳＤホールディングスの平成21年６月１日から平成22年５月31日までの

連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社クリエイトＳＤホールディングス及び連結子会社の平成22年５月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社クリエイ

トＳＤホールディングスの平成22年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る

内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立

の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報

告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社クリエイトＳＤホールディングスが平成22年５月31日現在の財務報告に係る内部

統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報

告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査法人の監査報告書
　

　
平成21年８月21日

株式会社クリエイトＳＤホールディングス

取締役会　御中

三優監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　林　　昌　　敏　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岩　　田　　亘　　人　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社クリエイトＳＤホールディングスの平成２０年１２月１日から平成２１年５月３１

日までの第１２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明

細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社クリエイトＳＤホールディングスの平成２１年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

　重要な会計方針に記載のとおり、会社は当事業年度より消費税等の処理を税込方式から税抜方式に変更して

いる。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　

　
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査法人の監査報告書
　

　
平成22年８月27日

株式会社クリエイトＳＤホールディングス

取締役会　御中

三優監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　林　　昌　　敏　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岩　　田　　亘　　人　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社クリエイトＳＤホールディングスの平成２１年６月１日から平成２２年５月３１日

までの第１３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社クリエイトＳＤホールディングスの平成２２年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　

　
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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